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第１　審 査 の 対 象

令和３年度　三沢市水道事業会計

第２　審 査 の 期 間

令和４年６月１日から令和４年７月２９日まで

第３　審 査 の 方 法

令和３年度三沢市水道事業会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき

１．決算書類及び決算附属書類が関係法令等に基づいて作成されているか。

２．決算書類の計数は正確であるか。

３．事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。

４．事業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営しているか。

第４　審査の結果及び意見

２，３００円で差し引き１億３，４７１万３，７６４円の純利益を生じている。

当年度における総収支は事業収益で８億６，０１６万６，０６４円、事業費用で７億２，５４５万

られた。

して審査を実施した。

等に重点をおき、関係者の説明を聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に

審査の結果、決算書類及び決算附属書類は関係法令等に基づいて作成され、その計数

は正確であり、当年度の事業の経営成績及び財政状況を適正に表示しているものと認め

当年度の水道事業の営業及び営業外の収支を合わせた経常収支は１億３，３８１万２，５８０円の

利益となっている。ちなみに経常利益は前年度に比較して３，１９３万６，００６円減少している。

また、特別利益は２３６万９，７８２円で、特別損失は１４６万８，５９８円である。
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に備え、減債積立金の積増しが行われ、財政健全化に努力されている。

積立金の資本金に組入れ、繰越利益剰余金は０円とした。

これに、その他未処分利益剰余金変動額１億３，５７１万３，４９７円を加えた当年度未処分

利益剰余金は２億７，０４２万７，２６１円となり、これに当年度末減債積立金１億４，８８８万

なお、当年度未処分利益剰余金２億７，０４２万７，２６１円は、剰余金処分計算書によると

１億３，４７１万３，７６４円を減債積立金の積み立てとし、１億３，５７１万３，４９７円を使用した

６，８８８円を加えた当年度末利益剰余金は４億１，９３１万４，１４９円である。

引き続き、新型コロナウイルス感染症による影響や環境変化への対応はもとより、常に

いくことが必要である。

費用対効果を検証しながら、収益の確保や費用の節減に取り組み、引き続き効率的かつ

総合的に本事業の経営は健全に運営されており、当面安定する方向にはあると判断する

本年も、減債積立金を資本的収支不足額へ補てんし、さらには、今後の建設改良事業等

が、今後も、給水人口の減少や、節水意識の高まりにより給水量は減少し、給水収益の増

加を見込むことは、相当厳しい状況にあると考えられる。

加えて水道施設の老朽化に伴い、今後も、施設の更新費用の増加が見込まれるため、

施設改良、更新の実施にあたっては、経営状況が悪化しないよう効率的、計画的に行って

堅実な事業経営に努めていただきたい。
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第５　審 査 の 内 容

１　事 業 の 概 況

施設の状況

職員の状況

給水量及び供給料金等の状況

上回っている。また、供給単価は前年度より１円４銭上回り、給水原価は

前年度より１３円２銭上回っている。

（イ）

（ウ）

当年度末の有収水量（料金対象使用水量）は３，８３４，５２１立方メートルで

ある。また、有収率は８２．１％で、前年度より０．２％増加している。

当年度末の給水件数は１９,６２２件で、前年度より３９０件増加している。また、

給水人口は３７，９４１人で、前年度より７２８人減少している。

当年度末の供給単価は１ ７ １円１ ４銭で、給水原価１ ５ ２円８銭を１ ９円６銭

（３）

（ア）

（１）

（２）

当施設の年間配水量は４，６７０，５４９立方メートルで、一日最大配水量は１４，３６１

立方メートルである。また、一日平均配水量は１２，７９６立方メートル、一人一日

最大給水量は３７９リットルで、一人一日平均給水量は３３７リットルである。

当年度末における職員数は１３人で、前年度より１人減少している。
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▲ 11.98 ▲ 38.619.06 31.04 18.12

171.14 170.10 156.07 1.04 0.6

152.08 139.06 137.95 13.02 9.4

201.3 ▲ 6.9 ▲ 3.4

33,444.94 34,410.06 31,414.81 ▲ 965.12 ▲ 2.8

195.4 202.3

81.8 0.2 0.2

656,256,569 661,774,230 604,860,727 ▲ 5,517,661 ▲ 0.8

82.1 81.9

▲ 79,756 ▲ 1.7

3,834,521 3,890,500 3,875,571 ▲ 55,979 ▲ 1.4

4,737,8624,670,549 4,750,305

390 2.0

37,941 38,669 39,045 ▲ 728 ▲ 1.9

19,25419,622 19,232

一 件 当 た り
(㎥)

平均水道料金

差 引
(円)

（イ－ロ）

供 給 単 価
(円)

イ

給 水 原 価
(円)

ロ

(人)

年 間 配 水 量 (㎥)

平 均 給 水 量
(㎥)

(％)

一 件 当 た り

有 収 水 量 (㎥)

有 収 率

事 業 実 績 対 前 年 度 比 較 調

令和３年度 令和２年度
増減率(％)

(円)給 水 料 金

区　　　　　分
令和元年度 増　　減

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ

給 水 件 数 (件)

給 水 人 口
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建設改良の状況

２　決 算 の 状 況

収益的収入及び支出

100.0

―

100.0

86.7

予 算 額
令和３年度
決　算　額

739,036,000 745,047,217

880,889,000 771,617,938 689,730,001 81,887,937 11.9

51.4

▲ 81,396,694 ▲ 33.8差　　引

(注) 消費税及び地方消費税込み

46,977,000 159,192,174 240,588,868

9.5

55,097,392 55,097,392 36,388,517

1,468,598 1,468,598 271,022 1,197,576 441.9

18,708,875

824,323,010 715,051,948 653,070,462営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

61,981,486

491,243 0.1

100.8

927,866,000 930,810,112 930,318,869 100.3

748,563,330 ▲ 3,516,113 ▲ 0.5

108.2

186,626,000 183,377,204

▲ 8,628,206 ▲ 78.3

（４）

円 円 円

区　　分

Ａ Ｂ Ｃ

令和２年度
決　算　額

当年度における建設改良費は、総額２７９，６５４，０９０円で、内訳は、東岡三沢地区

県道三沢十和田線配水管布設替工事等の配水施設改良費２７８，６１２，１２０円、量水器

予算額に
対する決
算額比率

 Ｂ/Ａ ％ 円

（１）

購入等の営業設備費１，０４１，９７０円である。

事 業 収 益

事 業 費 用

％

Ｂ－Ｃ

増 減 額 増減率

営 業 収 益

2,204,000 2,385,691 11,013,897

営 業 外 収 益

特 別 利 益

87.6

170,741,642 12,635,562 7.4 98.3
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当年度の収益的収支は１５９，１９２，１７４円の純利益となっている。

１，１９７，５７６円の増となったことによるものである。

特別利益２，３８５，６ ９１円となっている。また、水道事業収益は前年度に比較して

この増加は、営業収益で３，５１６，１１３円、特別利益で８，６２８，２０６円の減となったが、

営業外収益で１２，６３５，５６２円の増となったことによるものである。

一方、当年度の水道事業費用は７７１，６１７，９３８円で、予算額８８０，８８９，０００円に

特別損失１，４６８，５ ９８円となっている。また、水道事業費用は前年度に比較して

この増加は、営業費用で６１，９８１，４８６円、営業外費用で１８，７０８，８７５円、特別損失で

この不用額は、営業費用で１０９，２７１，０６２円の支出減となったことによるものである。

水道事業費用の内訳は、営業費用７１５，０５１，９４８円、営業外費用５５，０９７，３９２円、

４９１，２４３円（０．１％）増加している。

対して１０９，２７１，０６２円の不用額となり、執行率は８７．６％となっている。

８１，８８７，９３７円（１１．９％）増加している。

当年度の水道事業収益は９３０，８１０，１１２円で、予算額９２７，８６６，０００円に対して

この収入増は予算額に比べ、営業外収益で３，２４８，７９６円の減となったが、営業収益

で６，０１１，２１７円、特別利益で１８１，６９１円の増となったことによるものである。

水道事業収益の内容は、営業収益７４５，０４７，２１７円、営業外収益１８３，３７７，２０４円、

２，９４４，１１２円の収入増となり、収入率は１００．３％となっている。
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資本的収入及び支出

増 減 額 増減率

改良費で１７，７７５，９１０円、企業債償還金で１，４８０円の支出減となったことによるもので

ある。資本的支出の内訳は、建設改良費２７９，６５４，０９０円、企業債償還金１０２，５４６，５２０円

▲ 75.1 94.0

企業債償還金 102,548,000 102,546,520 97,886,638 4,659,882 4.8 100.0

▲ 844,696,472建 設 改 良 費

となっている。

7,184,444

(注) 消費税及び地方消費税込み

▲ 1.9 ―差　　引 ▲ 316,742,000 ▲ 365,374,756 ▲ 372,559,200

当年度の資本的収入は１ ６ ， ８ ２ ５ ， ８ ５ ４円で、予算額 ８ ３ ， ２ ３ ６ ， ０ ０ ０円に対して

６６，４１０，１４６円の収入減となり、収入率は２０．２％となっている。この収入減は、企業債で

６４，５００，０００円、補助金で１，５００，０００円、負担金で４１０，１４６円の減となったことに

よるものである。資本的収入の内訳は、補助金１２，７００，０００円、負担金４，１２５，８５４円と

１７，７７７，３９０円の不用額となり、執行率は９５．６％となっている。この不用額は、建設

なっている。

また、当年度の資本的収入は前年度に比較して８３２，８５２，１４６円（９８．０％）減少して

297,430,000 279,654,090 1,124,350,562

91.0

資本的支出 399,978,000 382,200,610 1,222,237,200 ▲ 840,036,590 ▲ 68.7 95.6

負 担 金 4,536,000 4,125,854 0 4,125,854 皆増

14,200,000 12,700,000 364,778,000 ▲ 352,078,000 ▲ 96.5

資本的収入 83,236,000 16,825,854 849,678,000 ▲ 832,852,146

企 業 債 64,500,000 0 484,900,000

補 助 金

円 円 円 ％

89.4

20.2

▲ 484,900,000 ▲ 100.0 0.0

いる。この減少は、負担金で４，１２５，８５４円の増となったが、企業債で４８４，９００，０００円、

補助金で３５２，０７８，０００円の減となったことによるものである。

一方、当年度の資本的支出は３８２，２００，６１０円で、予算額３９９，９７８，０００円に対して

（２）

区　　分

予算額に
対する決
算額比率

 Ｂ/Ａ ％ 

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ

予 算 額
令和３年度
決　算　額

令和２年度
決　算　額

▲ 98.0

円
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３　経 営 の 実 績

損益計算書

６４，１００，０００円については、令和３年度同意済企業債の未発行分６４，１００，０００円を

もって翌年度に措置するものとしている。

区　　　分

事 業 収 益

営 業 収 益

令和３年度
決　算　額

令和２年度
決　算　額

（１）

増 減 額 増減率

3.6

840,593,749

681,591,316

19,572,315

▲ 8,644,115 ▲ 78.5

2.3

▲ 0.5

21.2

▲ 3,203,491

31,419,921

627,189,469

11,013,897

9.6

307,545,076 ▲ 37,117,815 ▲ 12.1

▲ 116.2

▲ 19.3

▲ 23.7

―

131,053,615

▲ 31,936,006

4,659,882

0 0

176,491,461 ▲ 41,777,697

▲ 63,187,891

165,748,586

(注) 消費税及び地方消費税抜き

134,713,764

860,166,064

678,387,825

179,408,457

2,369,782

0

135,713,497

687,173,869

270,427,261

総 収 支

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

営 業 外 収 益

特 別 利 益

事 業 費 用

営 業 費 用

また、当年度の資本的支出は前年度に比較して８４０，０３６，５９０円（６８．７％）減少

している。この減少は、企業債償還金で４，６５９，８８２円の増となったが、建設改良費で

８４４，６９６，４７２円の減となったことによるものである。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額３６５，３７４，７５６円は、当年度分消費税

Ａ 円 Ｂ 円 Ａ－Ｂ

及び地方消費税資本的収支調整額２ ３ ， ４ ３ ３ ， ４ ８ ５円、過年度分損益勘定留保資金

１７５，２９４，７５１円及び減債積立金１０２，５４６，５２０円で補てんしている。なお不足する額

円 ％

147,988,536

725,452,300 664,102,288 61,350,012 9.2

59,984,400

経 常 収 支

0.5

1,468,598 271,022 1,197,576 441.9

36,809,833 36,641,797 168,036

▲ 8,786,044

133,812,580

営 業 外 費 用

特 別 損 失

営 業 収 支 54,401,847
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（ア）

（イ）

（オ） 特別利益は２，３６９，７８２円で、前年度に比較して８，６４４，１１５円（７８．５％）減少

（カ） 特別損失は１，４６８，５９８円で、前年度に比較して１，１９７，５７６円（４４１．９％）増加

している。この減少は、退職給付引当金戻入の減によるものである。

（エ）

（ウ）

している。この増加は、過年度損益修正損の増によるものである。

営業収益は６７８，３８７，８２５円で、前年度に比較して３，２０３，４９１円（０．５％）

減少している。この減少は、主として給水収益の減によるものである。

営業外収益は１７９，４０８，４５７円で、前年度に比較して３１，４１９，９２１円（２１．２％）

増加している。この増加は、主として長期前受金戻入の増によるものである。

営業費用は６８７，１７３，８６９円で、前年度に比較して５９，９８４，４００円（９．６％）

営業外費用は３６，８０９，８３３円で、前年度に比較して１６８，０３６円（０．５％）増加

増加している。この増加は、主として減価償却費の増によるものである。

している。この増加は、支払利息及び企業債取扱諸費の増によるものである。

（キ） 営業収益から営業費用を差し引いた営業収支は８，７８６，０４４円の損失となって

おり、前年度に比較して６３，１８７，８９１円（１１６．２％）減少している。

（ク） 営業収益及び営業外収益から営業費用及び営業外費用を差し引いた経常収支は

１３３，８１２，５８０円の利益となっており、前年度に比較して３１，９３６，００６円

（１９．３％）減少している。

（ケ） 事業収益から事業費用を差し引いた総収支は１３４，７１３，７６４円の純利益と

なっており、前年度に比較して４１，７７７，６９７円（２３．７％）減少している。
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剰余金計算書及び剰余金処分計算書

ものである。

（２）

（ア） 利益剰余金

１３４，７１３，７６４円、減債積立金からの繰入れ１３５，７１３，４９７円を加えた

（イ） 資本剰余金

また、前年度未処分利益剰余金３０７，５４５，０７６円は、減債積立金へ積立

として ２ ０ ９ ， ６ ５ ８ ， ４ ３ ８円、使用した積立金の資本金への組入れとして

当年度未処分利益剰余金は２ ７ ０ ， ４ ２ ７ ， ２ ６ １円で、これは当年度純利益

こ の 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ２ ７ ０ ， ４ ２ ７ ， ２ ６ １ 円 に 、 減 債 積 立 金

１４８，８８６，８８８円を加えた当年度末利益剰余金は４１９，３１４，１４９円となって

（ウ） 剰余金処分

と、減債積立金に１３４，７１３，７６４円積み立て、使用した積立金の資本金に

１３５，７１３，４９７円を組入れ処分し、繰越利益剰余金は０円として処理されている。

いる。

９７，８８６，６３８円を処分し、繰越利益剰余金を０円としている。

当年度末資本剰余金は２３４，６７７，１４４円で、前年度と同額となっている。

当年度末未処分利益剰余金２７０，４２７，２６１円は、剰余金処分計算書による
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４　財　政　状　況

貸借対照表

よるものである。

資金収支

当年度末における資産合計は１１，９６０，３６０，７０７円で、前年度に比較して

（１）

当年度における資産合計及び負債資本合計は、それぞれ１１，９６０，３６０，７０７円

（ア） 資　産

で、前年度に比較して１５，７９７，０９５円（０．１％）減少している。

１５，７９７，０９５円（０．１％）減少している。

（イ） 負　債

４８，０５７，９２２円（４．４％）、建物で１５，０６５，１８９円（２．５％）の減となったことに

この減少は、主として流動資産の現金預金で４２０，７４８，５０１円（１００．１％）、

固定資産の構築物で８ ， ８ ７ ８ ， ２ ２ ４円 （ ０ ． １ ％ ）の増となったが、流動資産

の未収金で ３ ７ １ ， ８ １ ７ ， ８ ０ ０円 （ ８ ９ ． ３ ％ ）、固定資産の機械及び装置で

よるものである。

１０５，８１５，４５４円（３．７％）、引当金で２，２０３，２２２円（４．９％）の減となったことに

この増加は、資本金で９７，８８６，６３８円（２．８％）、剰余金の利益剰余金で

１５０，５１０，８５９円（１．９％）減少している。

１３４，７１３，７６４円（３．３％）増加している。

当年度末における負債合計は７，７２６，６７６，３８２円で、前年度に比較して

この減少は、主として流動負債の未払金で７１，２１６，７９４円（４８．２％）、

繰延収益の長期前受金で１９，１０７，６４７円（０．２％）の増となったが、繰延収益の

長期前受金収益化累計額で１３５，１５４，２５４円（３．４％）、固定負債の企業債で

（ウ） 資　本

当年度末における資本合計は４，２３３，６８４，３２５円で、前年度に比較して

（２）

当年度の受入資金総額２，０８６，８６０，１０６円に対し、支払資金１，２４５，９１２，３３２円

で、資金残高は８４０，９４７，７７４円であり、普通預金として保管されている。

３６，８２７，１２６円（９．６％）の増となったことによるものである。
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５　経　営　分　析

給水原価は１５２円８銭で、前年度に比較して１３円２銭の増となっている。

料 金 回 収 率 １１２．５４％ １２２．３２％ １１３．１４％

（オ）料金回収率は１１２．５４％で、前年度に比較して９．７８ポイント下回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

職員１人当たり給水人口 ３，４４９人 ３，２２２人 ３，５５０人

給 水 原 価 １５２円０８銭 １３９円０６銭 １３７円９５銭

（ク）職員１人当たりの給水人口は３，４４９人で、前年度に比較して２２７人の増となっている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

（カ）供給単価は１７１円１４銭で、前年度に比較して１円４銭の増となっている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

供 給 単 価 １７１円１４銭 １７０円１０銭 １５６円０７銭

（キ）

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

有 収 率 ８２．１％ ８１．９％ ８１．８％

最 大 稼 働 率 ８５．４％ ９５．６％ ９１．９％

（エ）有収率は８２．１％で、前年度に比較して０．２ポイント上回っている。

（ウ）最大稼働率は８５．４％で、前年度に比較して１０．２ポイント下回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

施 設 利 用 率 ７６．１％ ７７．４％ ７７．０％

負 荷 率 ８９．１％ ８０．９％ ８３．７％

（イ）施設利用率は７６．１％で、前年度に比較して１．３ポイント下回っている。

（ア）負荷率は８９．１％で、前年度に比較して８．２ポイント上回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度
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６　財　務　分　析

経 常 収 支 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

１１８．４８％ １２４．９７％ １１６．２７％

経常収支比率は１１８．４８％で、前年度に比較して６．４９ポイント下回っている。（エ）

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

総収支比率は１１８．６％で、前年度に比較して８．０ポイント下回っている。

職員給与費対料金収入比率 １０．３％ １１．２％ １３．４％

２４４．１％ ２９１．２％ ３６５．３％

自己資本構成比率は７３．４％で、前年度に比較して０．２ポイント上回っている。

（コ）職員給与費対料金収入比率は１０．３％で、前年度に比較して０．９ポイント下回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

（ウ）

総 収 支 比 率 １１８．６％ １２６．６％

（ケ）職員１人当たりの営業収益は６１，６７２千円で、前年度に比較して４，８７３千円の増と

なっている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

職員１人当たり営業収益 ６１，６７２千円 ５６，７９９千円 ５６，７３１千円

１１７．３％

（イ）

（ア）

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

７３．４％ ７３．２％ ７５．１％

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

流動比率は２４４．１％で、前年度に比較して４７．１ポイント下回ってる。

流 動 比 率

営 業 収 支 比 率 ９８．７％ １０８．７％ ９９．９％

（オ）営業収支比率は９８．７％で、前年度に比較して１０．０ポイント下回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

678,387,825 78.9 681,591,316 81.1 624,037,374 80.4 ▲ 3,203,491 57,553,942

(1) 給 水 収 益 656,256,569 76.3 661,774,230 78.7 604,860,727 77.9 ▲ 5,517,661 56,913,503

(2) 受 託 工 事 収 益 5,618,182 0.7 5,618,182 0.7 6,056,282 0.8 0 ▲ 438,100

(3) そ の 他 営 業 収 益 16,513,074 1.9 14,198,904 1.7 13,120,365 1.7 2,314,170 1,078,539

179,408,457 20.8 147,988,536 17.6 144,809,226 18.7 31,419,921 3,179,310

(1) 水 道 加 入 金 37,020,000 4.3 24,220,000 2.9 17,720,000 2.3 12,800,000 6,500,000

(2) 雑 収 益 7,177,552 0.8 6,300,509 0.7 5,818,006 0.8 877,043 482,503

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 135,210,905 15.7 117,468,027 14.0 121,271,220 15.6 17,742,878 ▲ 3,803,193

2,369,782 0.3 11,013,897 1.3 7,216,841 0.9 ▲ 8,644,115 3,797,056

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 166,560 0.0 0 0.0 140 0.0 166,560 ▲ 140

(2) 退 職 給 付 引 当 金 戻 入 2,203,222 0.3 11,013,897 1.3 7,216,701 0.9 ▲ 8,810,675 3,797,196

860,166,064 100.0 840,593,749 100.0 776,063,441 100.0 19,572,315 64,530,308

687,173,869 94.8 627,189,469 94.4 623,767,044 94.3 59,984,400 3,422,425

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 144,819,144 20.0 136,588,674 20.6 131,752,041 19.9 8,230,470 4,836,633

(2) 配 水 及 び 給 水 費 81,747,645 11.3 80,867,752 12.2 82,500,363 12.5 879,893 ▲ 1,632,611

(3) 受 託 工 事 費 5,616,710 0.8 5,356,137 0.8 5,383,300 0.8 260,573 ▲ 27,163

(4) 業 務 費 67,470,529 9.3 85,252,620 12.8 78,117,966 11.8 ▲ 17,782,091 7,134,654

(5) 総 係 費 67,567,578 9.3 44,576,306 6.7 47,889,674 7.3 22,991,272 ▲ 3,313,368

(6) 委 員 会 費 0 0.0 195,936 0.0 846,958 0.1 ▲ 195,936 ▲ 651,022

(7) 減 価 償 却 費 312,348,552 43.1 273,882,646 41.2 274,071,341 41.4 38,465,906 ▲ 188,695

(8) 資 産 減 耗 費 7,603,711 1.0 469,398 0.1 3,205,401 0.5 7,134,313 ▲ 2,736,003

36,809,833 5.0 36,641,797 5.6 37,520,538 5.7 168,036 ▲ 878,741

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

36,527,091 5.0 36,166,184 5.5 37,057,546 5.6 360,907 ▲ 891,362

(2) 雑 支 出 282,742 0.0 475,613 0.1 462,992 0.1 ▲ 192,871 12,621

1,468,598 0.2 271,022 0.0 119,139 0.0 1,197,576 151,883

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,468,598 0.2 271,022 0.0 119,139 0.0 1,197,576 151,883

725,452,300 100.0 664,102,288 100.0 661,406,721 100.0 61,350,012 2,695,567

▲ 8,786,044 － 54,401,847 － 270,330 － ▲ 63,187,891 54,131,517

133,812,580 － 165,748,586 － 107,559,018 － ▲ 31,936,006 58,189,568

134,713,764 － 176,491,461 － 114,656,720 － ▲ 41,777,697 61,834,741

0 － 0 － 0 － 0 0

135,713,497 － 131,053,615 － 93,387,396 － 4,659,882 37,666,219

270,427,261 － 307,545,076 － 208,044,116 － ▲ 37,117,815 99,500,960

総 収 支

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

経 常 収 支

営　業　収　益

営 業 外 収 益

特　別　利　益

（ 事業収益計 ）

営　業　費　用

営 業 外 費 用

特　別　損　失

（ 事業費用計 ）

営 業 収 支

別　表　１

比　較　損　益　計　算　書

科　　  目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　減

(A) - (B) (B) - (C)
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C） 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

11,060,725,048 92.5 11,117,193,894 92.8 10,329,425,456 93.1 ▲ 56,468,846 787,768,438

(1) 有 形 固 定 資 産 11,059,611,048 92.5 11,116,079,894 92.8 10,328,311,456 93.1 ▲ 56,468,846 787,768,438

土 地 404,383,022 3.4 404,383,022 3.4 404,383,022 3.7 0 0

建 物 589,280,191 4.9 604,345,380 5.0 513,187,414 4.6 ▲ 15,065,189 91,157,966

構 築 物 9,012,480,665 75.4 9,003,602,441 75.2 6,988,057,520 63.0 8,878,224 2,015,544,921

機 械 及 び 装 置 1,036,846,063 8.7 1,084,903,985 9.1 1,125,552,402 10.1 ▲ 48,057,922 ▲ 40,648,417

車両及び運搬具 3,681,368 0.0 4,600,035 0.0 5,518,706 0.1 ▲ 918,667 ▲ 918,671

工具器具及び備品 12,939,739 0.1 14,245,031 0.1 15,614,403 0.1 ▲ 1,305,292 ▲ 1,369,372

建 設 仮 勘 定 0 0.0 0 0.0 1,275,997,989 11.5 0 ▲ 1,275,997,989

(2) 無 形 固 定 資 産 814,000 0.0 814,000 0.0 814,000 0.0 0 0

電 話 加 入 権 814,000 0.0 814,000 0.0 814,000 0.0 0 0

(3) 投 資 300,000 0.0 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0

出 資 金 300,000 0.0 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0

899,635,659 7.5 858,963,908 7.2 766,546,758 6.9 40,671,751 92,417,150

(1) 現 金 預 金 840,947,774 7.0 420,199,273 3.5 323,061,762 2.9 420,748,501 97,137,511

(2) 未 収 金 44,600,907 0.4 416,418,707 3.5 430,525,054 3.9 ▲ 371,817,800 ▲ 14,106,347

(3) 貸 倒 引 当 金 ▲ 1,735,856 ▲ 0.0 ▲ 1,775,226 ▲ 0.0 ▲ 1,991,962 ▲ 0.0 39,370 216,736

(4) 貯 蔵 品 15,822,834 0.1 24,121,154 0.2 14,951,904 0.1 ▲ 8,298,320 9,169,250

11,960,360,707 100.0 11,976,157,802 100.0 11,095,972,214 100.0 ▲ 15,797,095 880,185,588

固　定　資　産

流　動　資　産

資　産　合　計

別　表　２

比　較　貸　借　対　照　表

科　　  目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　減

(A) - (B) (B) - (C）
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

2,810,928,294 23.5 2,918,946,970 24.4 2,547,607,387 23.0 ▲ 108,018,676 371,339,583

(1) 企 業 債 2,768,117,837 23.1 2,873,933,291 24.0 2,491,579,811 22.5 ▲ 105,815,454 382,353,480

建設改良等企業債 2,768,117,837 23.1 2,873,933,291 24.0 2,491,579,811 22.5 ▲ 105,815,454 382,353,480

(2) 引 当 金 42,810,457 0.4 45,013,679 0.4 56,027,576 0.5 ▲ 2,203,222 ▲ 11,013,897

退 職 給 付 引 当 金 42,810,457 0.4 45,013,679 0.4 56,027,576 0.5 ▲ 2,203,222 ▲ 11,013,897

368,499,602 3.0 294,945,178 2.4 209,831,026 1.9 73,554,424 85,114,152

(1) 企 業 債 105,815,454 0.9 102,546,520 0.9 97,886,638 0.9 3,268,934 4,659,882

建設改良等企業債 105,815,454 0.9 102,546,520 0.9 97,886,638 0.9 3,268,934 4,659,882

(2) 未 払 金 218,951,625 1.8 147,734,831 1.2 66,041,288 0.6 71,216,794 81,693,543

(3) 預 り 金 38,559,902 0.3 38,989,361 0.3 39,141,011 0.3 ▲ 429,459 ▲ 151,650

(4) 前 受 金 13,140 0.0 14,640 0.0 14,640 0.0 ▲ 1,500 0

(5) 引 当 金 5,159,481 0.0 5,659,826 0.0 6,747,449 0.1 ▲ 500,345 ▲ 1,087,623

賞 与 引 当 金 4,323,250 0.0 4,739,593 0.0 5,626,483 0.1 ▲ 416,343 ▲ 886,890

法定福利費引当金 836,231 0.0 920,233 0.0 1,120,966 0.0 ▲ 84,002 ▲ 200,733

繰　延　収　益 4,547,248,486 38.0 4,663,295,093 38.9 4,416,054,701 39.8 ▲ 116,046,607 247,240,392

(1) 長 期 前 受 金 8,691,987,908 72.7 8,672,880,261 72.4 8,308,580,961 74.9 19,107,647 364,299,300

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

7,726,676,382 64.5 7,877,187,241 65.7 7,173,493,114 64.7 ▲ 150,510,859 703,694,127

資　　本　　金 3,579,693,032 29.9 3,481,806,394 29.1 3,388,418,998 30.5 97,886,638 93,387,396

(1) 資 本 金 3,579,693,032 29.9 3,481,806,394 29.1 3,388,418,998 30.5 97,886,638 93,387,396

剰　　余　　金 653,991,293 5.6 617,164,167 5.2 534,060,102 4.8 36,827,126 83,104,065

(1) 資 本 剰 余 金 234,677,144 2.1 234,677,144 2.0 267,844,121 2.4 0 ▲ 33,166,977

補 助 金 197,418,334 1.7 197,418,334 1.6 197,418,334 1.8 0 0

工 事 負 担 金 18,341,280 0.2 18,341,280 0.2 18,341,280 0.1 0 0

受 贈 財 産 評 価 額 18,917,530 0.2 18,917,530 0.2 52,084,507 0.5 0 ▲ 33,166,977

(2) 利 益 剰 余 金 419,314,149 3.5 382,487,023 3.2 266,215,981 2.4 36,827,126 116,271,042

減 債 積 立 金 148,886,888 1.2 74,941,947 0.6 58,171,865 0.5 73,944,941 16,770,082

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

4,233,684,325 35.5 4,098,970,561 34.3 3,922,479,100 35.3 134,713,764 176,491,461

11,960,360,707 100.0 11,976,157,802 100.0 11,095,972,214 100.0 ▲ 15,797,095 880,185,588

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

(Ｂ）－ (Ｃ)

固　定　負　債

流　動　負　債

負 債 資 本 合 計

1.9 ▲ 37,117,815 99,500,960

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度

(2) ▲ 4,144,739,422 ▲ 34.7 ▲ 4,009,585,168 ▲ 33.5

比　較　増　減

(Ａ）－ (Ｂ)

資　本　合　計

▲ 35.1 ▲ 135,154,254 ▲ 117,058,908

負　債　合　計

270,427,261 2.3 307,545,076 2.6 208,044,116

▲ 3,892,526,260

科　　  目
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別　表　３

令和３年度 令和２年度 令和元年度

一 日 平 均 配 水 量

一 日 最 大 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

配 水 能 力

一 日 最 大 配 水 量

配 水 能 力

固定資産使用効率 年 間 総 配 水 量

(１万円当り㎥) 有 形 固 定 資 産

年 間 総 有 収 水 量

年 間 総 配 水 量

給 水 収 益

 費用合計－長期前受金戻入

給 水 収 益

年 間 総 有 収 水 量

年 間 総 有 収 水 量

職 員 １ 人 当 り 給 水 人 口

給 水 人 口 損益勘定所属職員

職 員 １ 人 当 り 年 間 総 有 収 水 量

有 収 水 量 損益勘定所属職員

営 業 収 益

損益勘定所属職員

職 員 給 与 費 対 職 員 給 与 費

料 金 収 入 比 率 料 金 収 入

職 員 １ 人 当 り
61,672 56,799 56,731

（地方公営企業決算の状況の資料による） 

営 業 収 益 (千円)

(％) ×100 10.3 11.2 13.4

(㎥) 348,593 324,208 352,325

137.95
（ １ ㎥ 当 り ）

(人) 3,449 3,222 3,550

（ １ ㎥ 当 り ）

給 水 原 価 ( 円 銭 )
152.08 139.06

供 給 単 価 ( 円 銭 )
171.14 170.10 156.07

料 金 回 収 率 (％) ×100 112.54 122.32

4.6

有 収 率 (％) ×100 82.1 81.9 81.8

最 大 稼 働 率 (％) ×100 85.4 95.6 91.9

×100 76.1 77.4 77.0

(％) ×10,000 4.2 4.3

113.14

経　　営　　分　　析　　表

項　　　　目 算　　　　　　　　　式

負 荷 率 (％) ×100 89.1 80.9 83.7

施 設 利 用 率 (％)

経常費用-(受託工事費+材料売却減価
+長期前受金戻入）
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別　表　４

令和３年度 令和２年度 令和元年度

当年度経常利益

期首総資本＋期末総資本

２

 ※ 総資本＝負債資本合計

総　　 　収　　 　益

総　　 　費　　 　用

経　　常　　収　　益

経　　常　　費　　用

営業収益 － 受託工事収益

営業費用 － 受託工事費用

固　　定　　資　　産

固 定 資 産 ＋ 流 動 資 産

固　　定　　負　　債

負  債  資  本  合  計

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋繰延収益

負  債  資  本  合  計

流　　動　　資　　産

流　　動　　負　　債

現金預金＋(未収金－貸倒引当金)

流　　動　　負　　債

固　　定　　資　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋繰延収益

固　　定　　資　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋固定負債＋繰延収益

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象
資産の帳簿原価

企       業       債

負  債  資  本  合  計

現　　金　　預　　金

流　　動　　負　　債

358.2

（注）  総収益 ＝ 事業収益、　総費用 ＝ 事業費用

現 金 比 率 (％) ×100 228.2 142.5 154.0

(％) ×100 24.0 24.9 23.3
企 業 債
構 成 比 率

(％) ×100 95.4 95.2 94.9

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

(％) ×100 43.68 42.62 47.04

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

固 定 比 率 (％) ×100 126.0 126.9 123.9

酸 性 試 験 比 率
（ 当 座 比 率 ）

(％) ×100 239.8 283.1

流 動 比 率 (％) ×100 244.1 291.2 365.3

(％) ×100 73.4 73.2 75.1
自 己 資 本
構 成 比 率

(％) ×100 23.5 24.4 23.0

99.9

(％) ×100 92.5 92.8 93.1

営 業 収 支 比 率 (％) ×100 98.7 108.7

固 定 資 産
構 成 比 率

固 定 負 債
構 成 比 率

総 収 支 比 率 (％) ×100 118.6 126.6 117.3

経 常 収 支 比 率 (％) ×100 118.48 124.97 116.27

財　　務　　分　　析　　表

項　　　　目 算　　　　出　　　　式

総 資 本 利 益 率 (％) ×100 1.1 1.4 1.0
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第１　審 査 の 対 象

令和３年度　三沢市下水道事業会計

第２　審 査 の 期 間

令和４年６月１日から令和４年７月２９日まで

第３　審 査 の 方 法

令和３年度三沢市下水道事業会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき

１．決算書類及び決算附属書類が関係法令等に基づいて作成されているか。

２．決算書類の計数は正確であるか。

３．事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。

４．事業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営しているか。

第４　審査の結果及び意見

２，３２３円で差し引き１億４，０２３万６，６４９円の純利益を生じている。

当年度における総収支は事業収益で１５億２０５万８，９７２円、事業費用で１３億６，１８２万

られた。

して審査を実施した。

等に重点をおき、関係者の説明を聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に

審査の結果、決算書類及び決算附属書類は関係法令等に基づいて作成され、その計数

は正確であり、当年度の事業の経営成績及び財政状況を適正に表示しているものと認め

当年度の下水道事業の営業及び営業外の収支を合わせた経常収支は１億３，３９７万２，９３４円

の利益となっている。ちなみに経常利益は前年度に比較して１，４６３万７，２８５円増加している。

また、特別利益は６８４万７，２８８円で、特別損失は５８万３，５７３円である。
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の増加が見込まれることから、経営環境は厳しい状況が想定される。

なお、当年度未処分利益剰余金２億２１６万１，２２１円は、剰余金処分計算書によると１億

４，０２３万６，６４９円を減債積立金の積み立てとし、６，１９２万４，５７２円を使用した積立金の

これに、その他未処分利益剰余金変動額６，１９２万４，５７２円を加えた当年度未処分利益

剰余金は２億２１６万１，２２１円となり、これに当年度末減債積立金６，２３０万９，１４４円を加え

た当年度末利益剰余金は２億６，４４７万３６５円である。

の向上を図ることが必要不可欠と思われる。

いる状況となっている。

このため、平成２８年度に策定した「三沢市下水道事業経営戦略」を着実に推進し、

及び業務の効率化に引き続き努められたい。

指標により、経費回収率が、公共下水道事業が９６．３７％、農業集落排水処理事業が

本市のみならず、同規模の自治体同様、事業全体の傾向と推測するが、普及率の向上に

伴う使用料収益の増収や、不明水の排除等による処理コストの抑制等により経費回収率

しかしながら、下水道事業は「公共」の名が示すとおり、衛生環境の向上に大きく寄与

し、市民生活の維持に不可欠な公共インフラとしての役割を担っており、安易に使用料の

今後は人口減少や節水機器の普及等による使用料収入の減少傾向が続くことが予想

され、さらに、供用開始から２５年以上経過した処理施設等の老朽化による改築・更新費用

ストックマネジメントや有利な特定財源を活用した施設の計画的な改築更新、経費の削減

６６．７６％といずれも１００％を下回っており、使用料以外の収入により費用が賄われて

値上げや処理コストを削減することは困難な状況だと考えられる。

資本金に組入れ、繰越利益剰余金は０円とした。
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第５　審 査 の 内 容

１　事 業 の 概 況

施設の状況

職員の状況

有収水量及び使用料金等の状況（３）

（ア）

接続人口は２８，２７９人で、前年度より４８３人増加している。

（イ）

（ウ）

当年度末の公共下水道事業の有収水量は２ ， ２ ８ １ ， ８ ０ ６立方メートルで

当年度末の接続戸数は９，８４１戸で、前年度より２３６戸増加している。また、

当年度末の公共下水道事業の使用料単価は １ ７ ５円 ９ ８銭で、処理原価

（１）

（２）

当施設の年間処理水量は２，６７２，５１４立方メートルで、一日最大処理水量は

公共下水道事業で７，８４８立方メートル、農業集落排水事業で９９２立方メートル

である。また、一日平均処理水量は公共下水道事業で６，６０６立方メートル、

農 業 集 落 排 水 事 業 で ７ １ ６立方メートルである。

当年度末における職員数は１０人で、前年度より１人減少している。

は１４９円９７銭で、処理原価２２４円６５銭を７４円６８銭下回っている。

１８２円６１銭を６円６３銭下回っている。また、農業集落排水事業の使用料単価

普及率は７２．０％、農業集落排水事業の有収水量は２６０，９９３立方メートルで

加入率は７７．４％である。
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　（注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

事 業 実 績 対 前 年 度 比 較 調

区　　　　　分
令和３年度 令和２年度 令和元年度 増　 減

増減率(％)
Ａ Ｂ Ｃ

2.5

年 間 処 理 水 量 (㎥) 2,411,169 2,402,556 2,367,893 8,613 0.4

Ａ－Ｂ

接 続 戸 数 (戸) 8,789 8,574 8,372 215

0.4

１ 日 最 大
処 理 水 量

(㎥) 7,848 8,215 8,460 ▲ 367 ▲ 4.5

１ 日 平 均
処 理 水 量

(㎥) 6,606 6,582 6,470 24

1.27 0.7

(％) 94.6 94.7 94.2 ▲ 0.1

0.3

普 及 率 (％) 72.0 69.7 67.8 2.3 3.3

有 収 水 量 (㎥) 2,281,806 2,275,270 2,231,423 6,536

令和元年度 増　　減
増減率(％)

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ

有 収 率

使 用 料 単 価

処 理 原 価

区　　　　　分
令和３年度 令和２年度

0.8(円) 182.61 181.18 ― 1.43

▲ 0.1

(円) 175.98 174.71 ―

2.0

年 間 処 理 水 量 (㎥) 261,345 262,809 270,191 ▲ 1,464 ▲ 0.6

接 続 戸 数 (戸) 1,052 1,031 1,018 21

▲ 0.6

１ 日 最 大
処 理 水 量

(㎥) 992 987 1,079 5 0.5

１ 日 平 均
処 理 水 量

(㎥) 716 720 739 ▲ 4

加 入 率 (％) 77.4 75.6 73.9 1.8 2.4

有 収 水 量 (㎥) 260,993 263,669 264,169 ▲ 2,676

農 業 集 落 排 水 事 業

公 共 下 水 道 事 業

▲ 7.5処 理 原 価 (円) 224.65 242.79 ― ▲ 18.14

▲ 0.4

使 用 料 単 価 (円) 149.97 149.50 ― 0.47 0.3

有 収 率 (％) 99.9 100.3 97.8 ▲ 0.4

▲ 1.0
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建設改良の状況

２　決 算 の 状 況

収益的収入及び支出

▲ 1,368,602

▲ 3,507,794

▲ 18,867,128

591,066,488

　（注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

事 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益 937,303,000 944,530,639 945,899,241

差　　引 120,077,000 157,833,485 140,676,030 17,157,455

　　　    ２　消費税及び地方消費税込み

▲ 16,029,401

2,078,866

▲ 4,916,593

▲ 9.1 96.7

▲ 89.4 25.6

特 別 利 益 6,820,000 6,849,885 10,357,679

1,413,996,000 1,387,780,250 1,406,647,378

円

3,166,723

1,534,073,000 1,545,613,735 1,547,323,408 ▲ 1,709,673

589,950,000 594,233,211

沈砂池棟流量計更新工事等の処理場更新事業費７５，８８４，０００円である。

―

100.4

▲ 1.3 98.1

0.2 98.5

▲ 33.9

Ａ Ｂ Ｃ

12.2

Ｂ－Ｃ

円 円 円

事 業 収 益

（４）

予算額に
対する決
算額比率

％  Ｂ/Ａ ％ 

雨水幹線築造工事等の管渠整備事業費４０８，７１９，３４４円、三沢市浄化センター

当年度における建設改良費は、総額４８４，６０３，３４４円で、内訳は三沢川第５号

増 減 額 増減率

（１）

予 算 額 令和３年度 令和２年度

区　　分 決　算　額 決　算　額

営 業 費 用 1,246,382,300 1,227,263,659 1,225,184,793

特 別 損 失 2,279,000 583,573 5,500,166

165,334,700 159,933,018 175,962,419営 業 外 費 用

▲ 0.1 100.8

0.5 100.7

▲ 0.1 100.8
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１８，８６７，１２８円（１．３％）減少している。

特別損失で４，９１６，５９３円の減となったことによるものである。

当年度の収益的収支は１５７，８３３，４８５円の純利益となっている。

で１，６９５，４２７円の支出減となったことによるものである。

この減少は、営業費用で２，０７８，８６６円の増となったが、営業外費用で１６，０２９，４０１円、

営業外収益で１，３６８，６０２円の減となったことによるものである。

特別利益６，８４９，８８５円となっている。また、下水道事業収益は前年度に比較して

一方、当年度の下水道事業費用は１，３８７，７８０，２５０円で、予算額１，４１３，９９６，０００円

特別損失５ ８ ３ ， ５ ７ ３円となっている。また、下水道事業費用は前年度に比較して

この不用額は、営業費用で１９，１１８，６４１円、営業外費用で５，４０１，６８２円、特別損失

下水道事業費用の内訳は、営業費用１，２２７，２６３，６５９円、営業外費用１５９，９３３，０１８円、

に対して２６，２１５，７５０円の不用額となり、執行率は９８．１％となっている。

この減少は、営業収益で３，１６６，７２３円の増となったが、特別利益で３，５０７，７９４円、

１，７０９，６７３円（０．１％）減少している。

当年度の下水道事業収益は１，５４５，６１３，７３５円で、予算額１，５３４，０７３，０００円に

この収入増は予算額に比べ、営業外収益で７，２２７，６３９円、営業収益で４，２８３，２１１円、

下水道事業収益の内訳は、営業収益５９４，２３３，２１１円、営業外収益９４４，５３０，６３９円、

対して１１，５４０，７３５円の収入増となり、収入率は１００．８％となっている。

特別利益で２９，８８５円の増となったことによるものである。
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資本的収入及び支出

資本的収入 1,018,003,500 1,017,451,400 894,518,400 122,933,000

（２）

区　　分 決　算　額 決　算　額
Ａ Ｂ

予 算 額 増 減 額令和３年度 令和２年度

Ｃ Ｂ－Ｃ
円 円

出 資 金 22,457,000 22,457,000 30,254,000 ▲ 7,797,000

40,500,000企 業 債 591,000,000 591,000,000 550,500,000

補 助 金 234,822,500 233,096,500 179,329,000 53,767,500

負 担 金 169,724,000 170,897,900 134,435,400 36,462,500

も の で あ る 。 資 本 的 支 出 の 内 訳 は 、 建 設 改 良 費 ４ ８ ４ ， ６ ０ ３ ， ３ ４ ４ 円 、 企 業 債 償 還 金

１，０１８，９２６，２２５円となっている。

7.8 98.9

23.6 96.6

1.6 100.0

▲ 2.8 ―

当年度の資本的収入は１，０１７，４５１，４００円で、予算額１，０１８，００３，５００円に対して、

５５２，１００円の収入減となり、収入率は９９．９％となっている。この収入減は、負担金で

資本的支出 1,520,462,000 1,503,529,569 1,394,439,828 109,089,741

1,018,926,225

補助金２３３，０９６，５００円、負担金１７０，８９７，９００円となっている。

また、当年度の資本的収入は前年度に比較して１２２，９３３，０００円（１３．７％）増加して

企業債で４０，５００，０００円、負担金で３６，４６２，５００円の増となったことによるものである。

1,002,401,906 16,524,319

差　　引 ▲ 502,458,500 ▲ 486,078,169 ▲ 499,921,428 13,843,259

　（注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　　　    ２　消費税及び地方消費税込み

１，１７３，９００円の増となったが、補助金で１，７２６，０００円の減となったことによる

建 設 改 良 費 501,535,000 484,603,344 392,037,922 92,565,422

企業債償還金 1,018,927,000

ものである。資本的収入の内訳は、企業債５９１，０００，０００円、出資金２２，４５７，０００円、

いる。この増加は、出資金で７，７９７，０００円の減となったが、補助金で５３，７６７，５００円、

一方、当年度の資本的支出は１，５０３，５２９，５６９円で、予算額１，５２０，４６２，０００円に

対して１６，９３２，４３１円の不用額となり、執行率は９８．９％となっている。この不用額は

建設改良費で１６，９３１，６５６円、企業債償還金で７７５円の支出減となったことによる

30.0 99.3

27.1 100.7

円 円

予算額に
対する決
算額比率

％  Ｂ/Ａ ％ 

13.7 99.9

7.4 100.0

▲ 25.8 100.0

増減率
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３　経 営 の 実 績

損益計算書

５４，３００，０００円及び当年度利益剰余金処分額１７，８３２，１０２円で補てんしている。

また、当年度の資本的支出は前年度に比較して１０９，０８９，７４１円（７．８％）増加している。

この増加は、建設改良費で９２，５６５，４２２円、企業債償還金で１６，５２４，３１９円の増となった

資本的収入額が資本的支出額に不足する額４８６，０７８，１６９円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 ４ １ ， ５ ８ ２ ， ９ ７ ２円、過年度分損益勘定留保

こ と に よ る も の で あ る 。

資金１６，９６０，８７７円、当年度分損益勘定留保資金３５５，４０２，２１８円、減債積立金

　（注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　　　    ２　消費税及び地方消費税抜き

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

0

61,924,572

202,161,221

（１）

皆増 

124,233,716 77,927,505 62.7

0.1

12.3

12.9

―

0

14,637,285

61,924,572

0 0

124,233,716 16,002,933

▲ 650,782,339 ▲ 580,593

119,335,649

140,236,649

特 別 利 益

営 業 費 用 1,201,793,657

事 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

10,357,679

▲ 651,362,932

133,972,934

営 業 収 支

経 常 収 支

総 収 支

1,502,058,972

550,430,725

944,780,959

6,847,288

事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

令和３年度
決　算　額区　　　分

Ａ 円

令和２年度
決　算　額

増 減 額 増減率

円 ％

945,899,241

円 Ａ－Ｂ

1,504,045,715

547,788,795

Ｂ

▲ 3,510,391 ▲ 33.9

▲ 0.1

0.5

▲ 0.1

2,641,930

▲ 1,118,282

▲ 1,986,743

▲ 89.3

1,361,822,323 1,379,811,999 ▲ 17,989,676 ▲ 1.3

▲ 9.3

1,198,571,134 3,222,523

159,445,093 175,781,253 ▲ 16,336,160

583,573 5,459,612 ▲ 4,876,039

0.3
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減少している。この減少は、その他特別利益の減によるものである。

減少している。この減少は、その他特別損失の減によるものである。

は１３３，９７２，９３４円の利益となっており、前年度に比較して１４，６３７，２８５円

（ウ）

（エ） 営業外費用は１５９，４４５，０９３円で、前年度に比較して１６，３３６，１６０円（９．３％）

（キ） 営業収益から営業費用を差し引いた営業収支は６５１，３６２，９３２円の損失と

（オ）

（カ） 特別損失は５８３，５７３円で、前年度に比較して４ ，８ ７６ ，０ ３９円（ ８ ９ ．３ ％）

特別利益は６，８４７，２８８円で、前年度に比較して３，５１０，３９１円（３３．９％）

減少している。この減少は、支払利息及び企業債取扱諸費の減によるものである。

増加している。この増加は、主として資産減耗費の増によるものである。

（ク） 営業収益及び営業外収益から営業費用及び営業外費用を差し引いた経常収支

営業収益は５５０，４３０，７２５円で、前年度に比較して２，６４１，９３０円（０．５％）

営業外収益は９４４，７８０，９５９円で、前年度に比較して１，１１８，２８２円（０．１％）

営業費用は１，２０１，７９３，６５７円で、前年度に比較して３，２２２，５２３円（０．３％）

（ア）

（イ）

増加している。この増加は、主として下水道使用料の増によるものである。

減少している。この減少は、主として他会計補助金の減によるものである。

（ケ） 事業収益から事業費用を差し引いた総収支は１４０，２３６，６４９円の純利益と

なっており、前年度に比較して５８０，５９３円（０．１％）増加している。

（１２．３％）増加している。

なっており、前年度に比較して１６，００２，９３３円（１２．９％）増加している。
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剰余金計算書及び剰余金処分計算書

当年度末資本剰余金は３９９，７３７，４８９円で、前年度と同額となっている。

この当年度未処分利益剰余金２０２，１６１，２２１円に、減債積立金６２，３０９，１４４円

を加えた当年度末利益剰余金は２６４，４７０，３６５円となっている。

（イ） 資本剰余金

１２４，２３３，７１６円を処分し、繰越利益剰余金を０円としている。

（２）

（ア） 利益剰余金

１４０，２３６，６４９円、減債積立金からの繰入れ６１，９２４，５７２円を加えたもの

当年度未処分利益剰余金は２ ０ ２ ， １ ６ １ ， ２ ２ １円で、これは当年度純利益

である。

また、前年度未処分利益剰余金１２４，２３３，７１６円は、減債積立金へ積立として

（ウ） 剰余金処分

と、減債積立金に１４０，２３６，６４９円積み立て、使用した積立金の資本金に

６１，９２４，５７２円を組入れ処分し、繰越利益剰余金は０円として処理されて

当年度末未処分利益剰余金２０２，１６１，２２１円は、剰余金処分計算書による

い る 。
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４　財　政　状　況

貸借対照表

資金収支

ことによるものである。

減となったことによるものである。

２２，４５７，０００円（３３．４％）の増となったことによるものである。

１６２，６９３，６４９円（２７．５％）増加している。

として保管されている。

（ウ） 資　本

当年度末における資本合計は７ ５ ３ ， ９ ４ ０ ， ４ ７ ８円で、前年度に比較して

（２）

当 年 度 の 受 入 資 金 の 総 額 ２ ， ０ ７ ６ ， ５ １ ８ ， ３ ６ ２ 円 に 対 し 、 支 払 資 金 は

１ ， ９ １ ０ ， ２ ４ ０ ， ９ ６ ３円で、資金残高は１ ６ ６ ， ２ ７ ７ ， ３ ９ ９円であり、普通預金

５０７，４３８，６１３円（２．１％）減少している。

この減少は、主として繰延収益の長期前受金で３８８，６１４，７５０円（２．９％）、

流動負債の未払金で６０，５０４，７１５円（２３２．２％）の増となったが、繰延収益の

この減少は、主として流動資産の現金預金で９４，８５７，６１５円（１３２．８％）、

固定資産の建設仮勘定で６３，４１９，４５５円（６０．９％）の増となったが、固定

３４４，７４４，９６４円（１．４％）減少している。

資産の構築物で２８５，３４４，４３４円（１．３％）、機械及び装置で１９０，３６２，２９２円

（１２．４％）、流動資産の前払金で２６，９２８，０００円（１００．０％）の減となった

長期前受金収益化累計額で５１４，８０２，６６１円（１０５．１％）、固定負債の企業債で

４３７，９０３，１１０円（４．１％）、流動負債の前受金で１３，４６４，０００円（１００．０％）の

この増加は、剰余金の利益剰余金で１４０，２３６，６４９円（１１２．９％）、資本金で

（１）

当年度における資産合計及び負債資本合計は、それぞれ２４，９６７，７６８，５４８円

（ア） 資　産

で、前年度に比較して３４４，７４４，９６４円（１．４％）減少している。

当年度未における資産合計は２４，９６７，７６８，５４８円で、前年度に比較して

（イ） 負　債

当年度未における負債合計は２４，２１３，８２８，０７０円で、前年度に比較して
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５　経　営　分　析

使 用 料 単 価 １４９円９７銭 １４９円５０銭 ―

（ウ）使用料単価は１４９円９７銭で、前年度に比較して４７銭の増となっている。

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

加 入 率 ７７．４％ ７５．６％ ７３．９％

有 収 率 ９９．９％ １００．３％ ９７．８％

（イ）加入率は７７．４％で、前年度に比較して１．８ポイント上回っている。

（２） 農業集落排水事業

（ア）有収率は９９．９％で、前年度に比較して０．４ポイント下回っている。

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

経 費 回 収 率 ９６．３７％ ９６．４３％ ―

処 理 原 価 １８２円６１銭 １８１円１８銭 ―

（カ）経費回収率は９６．３７％で、前年度に比較して０．０６ポイント下回っている。

（オ）処理原価は１８２円６１銭で、前年度に比較して１円４３銭の増となっている。

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

使 用 料 単 価 １７５円９８銭 １７４円７１銭 ―

水 洗 化 率 ９０．２％ ８９．９％ ８９．６％

（エ）使用料単価は１７５円９８銭で、前年度に比較して１円２７銭の増となっている。

（ウ）水洗化率は９０．２％で、前年度に比較して０．３ポイント上回っている。

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

有 収 率 ９４．６％ ９４．７％ ９４．２％

普 及 率 ７２．０％ ６９．７％ ６７．８％

（イ）有収率は９４．６％で、前年度に比較して０．１ポイント下回っている。

（１） 公共下水道事業

（ア）普及率は７２．０％で、前年度に比較して２．３ポイント上回っている。

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度
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６　財　務　分　析

 （注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

経 費 回 収 率 ６６．７６％ ６１．５８％ ―

処 理 原 価 ２２４円６５銭 ２４２円７９銭 ―

（オ）経費回収率は６６．７６％で、前年度に比較して５．１８ポイント上回っている。

（エ）処理原価は２２４円６５銭で、前年度に比較して１８円１４銭の減となっている。

項　　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

経 常 収 支 比 率 １０９．８４％ １０８．６８％ ―

 （注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

（オ）営業収支比率は４５．８％で、前年度に比較して０．１ポイント上回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

営 業 収 支 比 率 ４５．８％ ４５．７％ ―

（エ）経常収支比率は１０９．８４％で、前年度に比較して１．１６ポイント上回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

１１０．３％ １０９．０％ ―

（ウ）総収支比率は１１０．３％で、前年度に比較して１．３ポイント上回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

総 収 支 比 率

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

２２．２％ １５．１％ ―流 動 比 率

自己資本構成比率 ５５．０％ ５４．１％ ―

（イ）流動比率は２２．２％で、前年度に比較して７．１ポイント上回っている。

（ア）自己資本構成比率は５５．０％で、前年度に比較して０．９ポイント上回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度
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別 表 （下水道事業会計） 

 

別 表 １  比較損益計算書 

別 表 ２  比較貸借対照表 

別 表 ３  経営分析表 

別 表 ４  財務分析表 

 

 



     



金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

550,430,725 36.6 547,788,795 36.4 － － 2,641,930 547,788,795

(1) 下 水 道 使 用 料 401,562,036 26.7 397,502,987 26.5 － － 4,059,049 397,502,987

(2)
農 業 集 落 排 水
処 理 施 設 使 用 料

39,142,105 2.6 39,418,092 2.6 － － ▲ 275,987 39,418,092

(3) 他 会 計 負 担 金 108,056,000 7.2 110,181,000 7.3 － － ▲ 2,125,000 110,181,000

(4) そ の 他 営 業 収 益 1,058,584 0.1 686,716 0.0 － － 371,868 686,716

(5) 受 託 工 事 収 益 612,000 0.0 0 0.0 － － 612,000 0

944,780,959 62.9 945,899,241 62.9 － － ▲ 1,118,282 945,899,241

(1) 他 会 計 補 助 金 399,218,000 26.6 432,198,000 28.7 － － ▲ 32,980,000 432,198,000

(2) 他 会 計 負 担 金 19,964,000 1.3 22,688,000 1.5 － － ▲ 2,724,000 22,688,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 524,005,175 34.9 489,743,125 32.6 － － 34,262,050 489,743,125

(4) 雑 収 益 1,593,784 0.1 1,270,116 0.1 － － 323,668 1,270,116

6,847,288 0.5 10,357,679 0.7 － － ▲ 3,510,391 10,357,679

(1) そ の 他 特 別 利 益 6,820,000 0.5 10,357,679 0.7 － － ▲ 3,537,679 10,357,679

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 27,288 0.0 0 0.0 － － 27,288 0

1,502,058,972 100.0 1,504,045,715 100.0 － － ▲ 1,986,743 1,504,045,715

1,201,793,657 88.2 1,198,571,134 86.9 － － 3,222,523 1,198,571,134

(1) 管 渠 費 12,581,599 0.9 19,063,857 1.4 － － ▲ 6,482,258 19,063,857

(2) ポ ン プ 場 費 25,718 0.0 8,057,074 0.6 － － ▲ 8,031,356 8,057,074

(3) 処 理 場 費 225,027,352 16.5 228,437,830 16.6 － － ▲ 3,410,478 228,437,830

(4) 普 及 指 導 費 11,278,424 0.8 11,254,012 0.8 － － 24,412 11,254,012

(5) 委 員 会 費 78,010 0.0 108,000 0.0 － － ▲ 29,990 108,000

(6) 業 務 費 17,339,839 1.3 16,273,900 1.2 － － 1,065,939 16,273,900

(7) 総 係 費 41,644,763 3.1 42,011,094 3.0 － － ▲ 366,331 42,011,094

(8) 減 価 償 却 費 876,309,709 64.4 871,645,675 63.2 － － 4,664,034 871,645,675

(9) 資 産 減 耗 費 16,896,243 1.2 1,719,692 0.1 － － 15,176,551 1,719,692

(10)受 託 工 事 費 612,000 0.0 0 0.0 － － 612,000 0

159,445,093 11.7 175,781,253 12.7 － － ▲ 16,336,160 175,781,253

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

154,118,118 11.3 171,205,019 12.4 － － ▲ 17,086,901 171,205,019

(2) 雑 支 出 5,326,975 0.4 4,576,234 0.3 － － 750,741 4,576,234

583,573 0.1 5,459,612 0.4 － － ▲ 4,876,039 5,459,612

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 511,933 0.1 288,916 0.0 － － 223,017 288,916

(2) そ の 他 特 別 損 失 71,640 0.0 5,170,696 0.4 － － ▲ 5,099,056 5,170,696

1,361,822,323 100.0 1,379,811,999 100.0 － － ▲ 17,989,676 1,379,811,999

▲ 651,362,932 － ▲ 650,782,339 － － － ▲ 580,593 ▲ 650,782,339

133,972,934 － 119,335,649 － － － 14,637,285 119,335,649

140,236,649 － 124,233,716 － － － 16,002,933 124,233,716

0 － 0 － － － 0 0

61,924,572 － 0 － － － 61,924,572 0

202,161,221 － 124,233,716 － － － 77,927,505 124,233,716

　　 　 　 ２　構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

別　表　１

比　較　損　益　計　算　書

科　　  目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　減

(A) - (B) (B) - (C)

経 常 収 支

（ 事業収益計 ）

営　業　費　用

営 業 外 費 用

特　別　損　失

（ 事業費用計 ）

営　業　収　益

営 業 外 収 益

特　別　利　益

　 （注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

営 業 収 支

総 収 支

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C） 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

24,719,377,149 99.0 25,151,753,729 99.4 － － ▲ 432,376,580 25,151,753,729

(1) 有 形 固 定 資 産 24,719,377,149 99.0 25,151,753,729 99.4 － － ▲ 432,376,580 25,151,753,729

土 地 428,301,211 1.7 428,301,211 1.7 － － 0 428,301,211

建 物 561,289,965 2.2 579,794,867 2.3 － － ▲ 18,504,902 579,794,867

構 築 物 22,214,051,649 89.0 22,499,396,083 88.9 － － ▲ 285,344,434 22,499,396,083

機 械 及 び 装 置 1,343,102,828 5.4 1,533,465,120 6.1 － － ▲ 190,362,292 1,533,465,120

車両及び運搬具 1,470,747 0.0 1,802,339 0.0 － － ▲ 331,592 1,802,339

工具器具及び備品 3,635,294 0.0 4,888,109 0.0 － － ▲ 1,252,815 4,888,109

建 設 仮 勘 定 167,525,455 0.7 104,106,000 0.4 － － 63,419,455 104,106,000

248,391,399 1.0 160,759,783 0.6 － － 87,631,616 160,759,783

(1) 現 金 預 金 166,277,399 0.7 71,419,784 0.3 － － 94,857,615 71,419,784

(2) 未 収 金 84,083,305 0.3 64,130,696 0.2 － － 19,952,609 64,130,696

(3) 貸 倒 引 当 金 ▲ 1,969,305 ▲0.0 ▲ 1,718,697 ▲0.0 － － ▲ 250,608 ▲ 1,718,697

(4) 前 払 金 0 0.0 26,928,000 0.1 － － ▲ 26,928,000 26,928,000

24,967,768,548 100.0 25,312,513,512 100.0 － － ▲ 344,744,964 25,312,513,512

　（注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

固　定　資　産

流　動　資　産

資　産　合　計

別　表　２

比　較　貸　借　対　照　表

科　　  目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　減

(A) - (B) (B) - (C）
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

10,115,895,815 40.5 10,553,798,925 41.7 － － ▲ 437,903,110 10,553,798,925

(1) 企 業 債 10,115,895,815 40.5 10,553,798,925 41.7 － － ▲ 437,903,110 10,553,798,925

建設改良等企業債 10,000,773,815 40.0 10,433,683,425 41.2 － － ▲ 432,909,610 10,433,683,425

そ の 他 の 企 業 債 115,122,000 0.5 120,115,500 0.5 － － ▲ 4,993,500 120,115,500

1,119,509,611 4.5 1,062,857,203 4.2 － － 56,652,408 1,062,857,203

(1) 企 業 債 1,028,903,110 4.1 1,018,926,225 4.0 － － 9,976,885 1,018,926,225

建設改良等企業債 1,006,509,610 4.0 994,776,725 3.9 － － 11,732,885 994,776,725

そ の 他 の 企 業 債 22,393,500 0.1 24,149,500 0.1 － － ▲ 1,756,000 24,149,500

(2) 未 払 金 86,561,379 0.4 26,056,664 0.1 － － 60,504,715 26,056,664

(3) 預 り 金 647,634 0.0 729,135 0.0 － － ▲ 81,501 729,135

(4) 前 受 金 0 0.0 13,464,000 0.1 － － ▲ 13,464,000 13,464,000

(5) 引 当 金 3,397,488 0.0 3,681,179 0.0 － － ▲ 283,691 3,681,179

賞 与 引 当 金 2,842,296 0.0 3,085,430 0.0 － － ▲ 243,134 3,085,430

法定福利費引当金 555,192 0.0 595,749 0.0 － － ▲ 40,557 595,749

繰　延　収　益 12,978,422,644 52.0 13,104,610,555 51.8 － － ▲ 126,187,911 13,104,610,555

(1) 長 期 前 受 金 13,982,968,430 56.0 13,594,353,680 53.7 － － 388,614,750 13,594,353,680

長 期 前 受 金 － －

収 益 化 累 計 額 － －

24,213,828,070 97.0 24,721,266,683 97.7 － － ▲ 507,438,613 24,721,266,683

資　　本　　金 89,732,624 0.4 67,275,624 0.2 － － 22,457,000 67,275,624

(1) 資 本 金 89,732,624 0.4 67,275,624 0.2 － － 22,457,000 67,275,624

剰　　余　　金 664,207,854 2.6 523,971,205 2.1 － － 140,236,649 523,971,205

(1) 資 本 剰 余 金 399,737,489 1.6 399,737,489 1.6 － － 0 399,737,489

国 庫 補 助 金 203,987,927 0.8 203,987,927 0.8 － － 0 203,987,927

他 会 計 負 担 金 2,258,675 0.0 2,258,675 0.0 － － 0 2,258,675

受 贈 財 産 評 価 額 19,267,380 0.1 19,267,380 0.1 － － 0 19,267,380

その他資本剰余金 174,223,507 0.7 174,223,507 0.7 － － 0 174,223,507

(2) 利 益 剰 余 金 264,470,365 1.0 124,233,716 0.5 － － 140,236,649 124,233,716

減 債 積 立 金 62,309,144 0.2 0 0.0 － － 62,309,144 0

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

753,940,478 3.0 591,246,829 2.3 － － 162,693,649 591,246,829

24,967,768,548 100.0 25,312,513,512 100.0 － － ▲ 344,744,964 25,312,513,512負 債 資 本 合 計

－ 77,927,505 124,233,716

　 （注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　　 　 　 ２　構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

比　較　増　減

(Ａ）－ (Ｂ)

資　本　合　計

▲ 514,802,661 ▲ 489,743,125

負　債　合　計

202,161,221 0.8 124,233,716 0.5 －

(2) ▲ 1,004,545,786 ▲ 4.0 ▲ 489,743,125 ▲ 1.9

(Ｂ）－ (Ｃ)

固　定　負　債

流　動　負　債

科　　  目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度
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別　表　３

公共下水道事業

令和３年度 令和２年度 令和元年度

処 理 区 域 内 人 口

行 政 区 域 内 人 口

有 収 水 量

年 間 処 理 水 量

水 洗 化 人 口

処 理 区 域 内 人 口

下 水 道 使 用 料

有 収 水 量

汚 水 処 理 費

有 収 水 量

１ 人 当 り 平 均 年 間 処 理 水 量

処 理 水 量 水 洗 化 人 口

１ 人 当 り 平 均 下 水 道 使 用 料

水 洗 化 人 口

下 水 道 使 用 料

汚 水 処 理 費

農業集落排水事業

令和３年度 令和２年度 令和元年度

有 収 水 量

年 間 処 理 水 量

加 入 人 口

行 政 区 域 内 定 住 人 口

農業集落排水施設使用料

有 収 水 量

汚 水 処 理 費

有 収 水 量

１ 人 当 り 平 均 年 間 処 理 水 量

処 理 水 量 加 入 人 口

１ 人 当 り 平 均 農業集落排水施設使用料

加 入 人 口

下 水 道 使 用 料

汚 水 処 理 費

有 収 率 (％) ×100

処 理 原 価 (円銭)
182.61 181.18 ―

使用料単価 (円銭 )
175.98 174.71 ―

経　　営　　分　　析　　表

項　　　　目 算　　　　 　　　式

普 及 率 (％) ×100 72.0 69.7 67.8

94.6 94.7 94.2

水 洗 化 率

（ １㎥ 当 り ）

(％) ×100 90.2 89.9 89.6

（ １㎥ 当 り ）

(㎥) 97.18 98.89 ―

16,184.84 16,361.51 ―

加 入 率 (％)

使 用 料 ( 円 銭 )

経 費 回 収 率 (％) ×100 96.37 96.43 ―

×100 77.4 75.6

項　　　　目 算　　　　 　　　式

有 収 率 (％) ×100

73.9

99.9 100.3 97.8

（ １㎥ 当 り ）

(㎥) 75.36 75.07 ―

（ １㎥ 当 り ）

処 理 原 価 (円銭)
224.65 242.79 ―

使用料単価 (円銭 )
149.97 149.50 ―

（地方公営企業決算の状況の資料による） 

   （注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

経 費 回 収 率 (％) ×100 66.76 61.58

11,286.65 11,259.10 ―
使 用 料 ( 円 銭 )

―
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別　表　４

令和３年度 令和２年度 令和元年度

当年度経常利益

期首総資本＋期末総資本

２
 ※ 総資本＝負債資本合計

総　　 　収　　 　益

総　　 　費　　 　用

経　　常　　収　　益

経　　常　　費　　用

営業収益 － 受託工事収益

営業費用 － 受託工事費用

固　　定　　資　　産

固定資産 ＋ 流動資産

固　　定　　負　　債

負  債  資  本  合  計

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋繰延収益

負  債  資  本  合  計

流　　動　　資　　産

流　　動　　負　　債

現金預金＋(未収金－貸倒引当金)

流　　動　　負　　債

固　　定　　資　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋繰延収益

固　　定　　資　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋固定負債＋繰延収益

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象
資産の帳簿原価

企       業       債

負  債  資  本  合  計

現　　金　　預　　金

流　　動　　負　　債

財　　務　　分　　析　　表

項　　　　目 算　　　　出　　　　式

総 資 本 利 益 率 (％) ×100 0.5 0.5 ―

総 収 支 比 率 (％) ×100 110.3 109.0 ―

―

営 業 収 支 比 率 (％) ×100 45.8 45.7 ―

経 常 収 支 比 率 (％) ×100 109.84 108.68

(％) ×100 40.5 41.7 ―

固 定 資 産
構 成 比 率

(％) ×100 99.0 99.4 ―

固 定 負 債
構 成 比 率

流 動 比 率 (％) ×100 22.2 15.1 ―

(％) ×100 55.0 54.1 ―
自 己 資 本
構 成 比 率

―

固 定 比 率 (％) ×100 180.0 183.6 ―

酸 性 試 験 比 率
（ 当 座 比 率 ）

(％) ×100 22.2 12.6

現 金 比 率 (％) ×100 14.9 6.7 ―

(％) ×100 44.6 45.9 ―

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

企 業 債
構 成 比 率

　 （注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　　　　   ２　総収益 ＝ 事業収益、  総費用 ＝ 事業費用

(％) ×100 6.75 3.42 ―

(％) ×100 103.7 103.7 ―
固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率
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第１　審 査 の 対 象

令和３年度　三沢市立三沢病院事業会計

第２　審 査 の 期 間

令和４年６月１日から令和４年７月２９日まで

第３　審 査 の 方 法

令和３年度三沢市立三沢病院事業会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき

１．決算書類及び決算附属書類が関係法令等に基づいて作成されているか。

２．決算書類の計数は正確であるか。

３．事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。

４．事業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営しているか。

第４　審査の結果及び意見

これに前年度までの累積欠損金６３億１，７８３万４，１１７円を加えた当年度末累積欠損金

は５９億９，７１２万８，５９７円、累積欠損金比率は１３３．２％で３．８ポイント減少している。

られた。

して審査を実施した。

等に重点をおき、関係者の説明を聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に

審査の結果、決算書類及び決算附属書類は関係法令等に基づいて作成され、その計数

は正確であり、当年度の事業の経営成績及び財政状況を適正に表示しているものと認め

当年度の総収支は、病院事業収益６３億９，２３２万８，６７３円、病院事業費用６０億

７，１６２万３，１５３円で、差し引き３億２，０７０万５，５２０円の純利益を生じている。
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１．延患者数では、入院患者数で９．２％減少し、外来患者数で３．９％増加している。

２．

（１．７％）の減少となっている。

３．

４．

（７７．８％）の増加となっている。

経常収支について前年度と比較してみると、医業収益は、新型コロナウイルス感染症の

病院事業費用では、主として医業費用の経費で４，９２８万２３５円（４．２％）、資産

当年度純利益は３億２，０７０万５，５２０円で、昨年度に比べ１億４，０２９万１，３１６円

減耗費で５４２万７，８７２円（１２１．５％）の増となったが、特別損失のその他特別損失

で１億４０９万２，７５０円（皆減）、医業費用の材料費で８，０９８万３，２８１円（５．９％）

の減となったことにより、全体で２億４，９４３万８０５円（３．９％）の減少となっている。

なお、事業状況を前年度と比較すると

病院事業収益では、主として医業外収益の補助金で３ 億 ７， ４７ ７万 ３， ００ ０円

（５１．８％）、医業収益のその他医業収益で１，２５９万３，５４３円（５．９％）の増と

なったが、特別利益のその他特別利益で１億８，２２９万２，５９８円（皆減）、一般会計

繰入金で１億６，０００万円（皆減）の減となったことにより、全体で１億９１３万９，４８９円

感染拡大の影響等により２．４％減少し、病床利用率も６１．７％と低い水準にとどまり、

また、医業収益から医業費用を差し引いた医業収支は前年度と同じ約１２億円の赤字と

一方で、新型コロナウイルス感染症に関連する補助金約１０億９，６００万円の大幅な増加

たい。

により、前年度に続き黒字決算となり、未処理欠損金が約３億２千万円減少した。

なった。

しかしながら、令和４年度以降も、これまでの医療機器の導入等による企業債の償還、

並びに薬の高額化及び医療機器の更新や保守等に多額の費用負担が見込まれ、さらに、

今後も続くと思われる新型コロナウイルス感染症への対応が病院経営に与える影響を見通

せない状況であることから、今後も厳しい経営状況が続くと推察される。

このような状況下、当病院に求められるニーズを的確に捉え、先進的かつ高度な医療を

提供するとともに、適切に人員を配置し、医業収益の増加につなげるなど、さらなる経営

の合理化・効率化を推進し、質の高い医療サービスを継続的に提供できるよう努められたい。

また、昨年に設立された十和田市立中央病院との医療連携推進法人「上十三まるごと

ネット」を活用し、患者の相互診療体制の構築や、人材交流、医療機器の有効利用など、

上十三圏域全体で医療を支えるシステムづくりを進め、健全経営に一層努力していただき
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第５　審 査 の 内 容

１　事 業 の 概 況

施設の状況

職員の状況

施設の利用状況

指数は平成２９年度を１００とした。

１日平均患者数は、小数点以下を四捨五入している。

92.3

入 院 患 者 数

一般病床数×年間日数
一般病床利用率 ＝ ×100

２. 

※

人 人

利　用　患　者　状　況　調

（注） １. 

人 人 床 ％ 人

99,133 102.3 431 148,676 91.5

100.061,014 93.1 167 220 75.8

98,623 101.7 404 161,109 99.262,486 95.4 171 220 77.8

101,379 104.6 419 162,393

29

30

元

2

3

96,938 100.0 397 162,457

54,544 83.2 149 220 67.9

75.6 136 220 61.7

95,407 98.4 411 149,951

49,543

100.065,519 100.0 180 220 81.6

延  患  者  数 指  数

入　　　　　　院 外　　　来 合　　計

１ 日 平 均
患 者 数

指  数延患者数
年度 病 床 数

( 一 般 )

この内訳は、入院では小児科で３３０人、外科で１４６人の増となったが、内科で

３，８４４人、泌尿器科で１，１２３人、整形外科で３８８人、産婦人科で８３人、歯科口腔

外科で３９人の減となっている。また、外来では泌尿器科で１，６６９人、放射線科で

８ ２ ９人、耳鼻咽喉科で１ ６ ９人、脳神経外科で５ １人の減となったが、内科で

２，８１５人、小児科で１，９６５人、形成外科で４８２人、皮膚科で３５５人、整形外科で

３１８人、産婦人科で１８６人、外科で１５６人、歯科口腔外科で１５４人、眼科で１３人の

病 床
利 用 率

延患者数 指  数
１ 日 平 均
患 者 数

増となっている。

外来で３，７２６人（３．９％）の増となっている。

（３）

（１）

（２）

当年度における診療部門は、診療科目１８科、病床数は一般病床２２０床(内地域

包括ケア病床５１床)となっている。

当年度末における職員数は２６１人で、前年度に比較して５人減少している。内訳と

当年度診療実績は、延患者数１４８，６７６人で、前年度に比較して１、２７５人（０．８％）

減少している。これを入院・外来別にみると、入院で５，００１人（９．２％）の減、

しては、医療技術員で３名、医師で１名、看護師で１名の減となっている。
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入院は３年度３６５日、２年度３６５日

外来は３年度２３０日、２年度２３２日

１日平均患者数は、小数点以下を四捨五入し、計と符合させるために調整している。

建設改良の状況

17

99,133 95,407 3,726 3.9 431

482 35.4

放 射 線 科

形 成 外 科

歯科口腔外科

－ － － － －

１．

２．

稼働日数  ：

3,847 3,693 154 4.2

2,246 2,233 13 0.6

▲ 9.2 136

－ － － － －

268 307 ▲ 39 ▲ 12.7 1

－

10

(注)

8

930 1,099 ▲ 169 ▲ 15.4 4

335 386 ▲ 51 ▲ 13.2 1

2,703 3,532 ▲ 829 ▲ 23.5 12

1,842 1,360

耳鼻咽喉科

49,543 54,544 ▲ 5,001

186 2.0 41

8,387 10,056 ▲ 1,669 ▲ 16.6 36

6,688 6,333 355 5.6 29

52

4,981 4,825 156 3.2 22

計

37,656 34,841

12,024 10,059 1,965

7,957 7,639 318

9,537

外 科

整 形 外 科

産 婦 人 科

泌 尿 器 科

皮 膚 科

眼 科

脳神経外科

9,351

－ － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

4,092 4,175 ▲ 83 ▲ 2.0 11

1,611 2,734 ▲ 1,123 ▲ 41.1 5

6,142

1648.1

令　和
３年度

令　和
２年度

増 減 増減率
１日
平均

入　　　　　　　　院 外　　　　　　　　来

令　和
３年度

令　和
２年度

増 減 増減率
１日
平均

27,884 31,728 ▲ 3,844 ▲ 12.1 76

▲ 6.3 16▲ 388

19.5

装置整備事業費７，６４５，０００円、負担金及び分担金２，８５５，２００円である。

（ 単位：人・床・％ ）

科 別 入 院 ・ 外 来 患 者 数 の 状 況

（４）

当年度における建設改良費の総額は４４９，５３９，６５８円で、その内訳は、ＭＲＩ

整備事業費１８６，７８０，０００円、医療情報システム整備事業費１３１，５０２，８００円、

営業設備費１０４，９７６，５２０円、リース資産購入費１５，７８０，１３８円、肺機能検査

区 　分

4.2 35

内 科

小 児 科

2,815

4

8,545 8,399 146 1.7 23

1,389 1,059 330 31.2

5,754
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２　決 算 の 状 況

収益的収入及び支出

 病院事業収益

 病院事業費用

この収入増は、主として医業外収益で２６７，３０７，６１５円の増によるものである。

病院事業収益の内訳は、医業収益４，５１８，６１１，３５７円、医業外収益１，８６７，２０６，６１５円、

一方、当年度の病院事業費用は６，０８５，３４６，７３２円で、予算額６，３９３，３５２，０００円に

当年度の病院事業収益は６，４１４，９２６，６３１円で、予算額６，１０５，０２３，０００円に対して

特別利益２９，１０８，６５９円となっている。また、前年度に比較して病院事業収益は

１０７，６９４，９６４円（１．７％）減少しており、この減少は、医業外収益で３３８，４６６，４９１円の

6,114,390,505医 業 費 用

増となったが、特別利益で３３７，１８３，９１４円、医業収益で１０８，９７７，５４１円の減となった

(注) 消費税及び地方消費税込み

▲ 115,916,850 ▲ 90.5 100.0

差　　引

当年度の収益的収支は３２９，５７９，８９９円の純利益となっている。

特別損失１２，１５６，４９５円となっている。また、前年度に比較して病院事業費用は

２５０，０８６，０７９円（３．９％）減少しており、この減少は、特別損失で１１５，９１６，８５０円、

対して３０８，００５，２６８円の不用額となり、執行率は９５．２％となっている。

病院事業費用の内訳は、医業費用５，８２２，０１４，６５９円、医業外費用２５１，１７５，５７８円、

医業費用で１０９，０６６，９６６円、医業外費用で２５，１０２，２６３円の減によるものである｡

―

３０９，９０３，６３１円の収入増となり、収入率は１０５．１％となっている。

この不用額は、主として医業費用で２９２，３７５，８４６円の支出減によるものである。

こ と に よ る も の で あ る 。

特 別 損 失 12,156,495

医 業 外 費 用 266,805,000 ▲ 9.1 94.1

5,822,014,659 5,931,081,625

▲ 288,329,000

251,175,578 276,277,841 ▲ 25,102,263

12,156,495 128,073,345

329,579,899 187,188,784 142,391,115 76.1

▲ 337,183,914 ▲ 92.1 2,910,865.9

95.2

▲ 1.8 95.2▲ 109,066,966

6,393,352,000 6,085,346,732 6,335,432,811 ▲ 250,086,079 ▲ 3.9

▲ 2.4 100.3

医 業 外 収 益 1,599,899,000 1,867,206,615 1,528,740,124 338,466,491 22.1 116.7

▲ 108,977,541医 業 収 益 4,505,123,000 4,518,611,357 4,627,588,898

特 別 利 益 1,000 29,108,659 366,292,573

 Ｂ/Ａ％ 

6,105,023,000 6,414,926,631 6,522,621,595 ▲ 107,694,964 ▲ 1.7 105.1

％

（１）

区　　分

予算額に
対する決
算額比率

予 算 額
令和３年度
決　算　額

令和２年度
決　算　額

増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ
円 円 円 円
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資本的収入及び支出

６，０３９，０００円の収入増となり、収入率は１０１．１％である。この収入増は、補助金で

６，０３９，０００円の増によるものである。内訳は、企業債１１４，０００，０００円、出資金

一方、当年度の資本的支出は７５６，７６１，９９４円で、予算額７６１，５３６，０００円に対して

資本的収入額が資本的支出額に不足する額１８０，６５５，９９４円は、当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額２ ， １ ９ ５ ， ７ ５ ５円及び当年度分損益勘定留保資金

また、前年度と比較すると、３５３，９１６，０００円（１５９．３％）増加しており、この増加は、

補助金で２３７，８８６，０００円、企業債で９４，０００，０００円、出資金で２２，０３０，０００円の

４，７７４，００６円の不用額となり、執行率は９９．４％となっている。この不用額は、主と

して建設改良費で４，７７３，３４２円の支出減によるものである。内訳は、建設改良費

また、前年度と比較すると、３６７，３３９，３２７円（９４．３％）増加しており、この増加は、

投資で６００，０００円、企業債償還金で４４５，４５６円の減となったが、建設改良費で

４４９，５３９，６５８円、企業債償還金３０６，０２２，３３６円、投資１，２００，０００円となっている。

１８６，６５６，０００円、補助金２７５，４５０，０００円となっている。

３６８，３８４，７８３円の増となったことによるものである。

増となったことによるものである。

当年度の資本的収入は５７６，１０６，０００円で、予算額５７０，０６７，０００円に対して

453.9 98.9

投 資 1,200,000 1,200,000 1,800,000 ▲ 600,000 ▲ 33.3 100.0

368,384,783

▲ 445,456 ▲ 0.1 100.0

▲ 13,423,327

(注) 消費税及び地方消費税込み

8.0 ―差　　引 ▲ 191,469,000 ▲ 180,655,994 ▲ 167,232,667

建設改良費 454,313,000 449,539,658 81,154,875

企業債償還金 306,023,000 306,022,336 306,467,792

13.4

159.3353,916,000

186,656,000 186,656,000 164,626,000 22,030,000

円 円 円 円 ％

102.2

資本的支出 761,536,000 756,761,994 389,422,667 367,339,327 94.3 99.4

補 助 金 269,411,000 275,450,000 37,564,000 237,886,000 633.3

出 資 金

資本的収入 570,067,000 576,106,000 222,190,000

１７８，４６０，２３９円で補てんしている。

（２）

区　　分

予算額に
対する決
算額比率

予 算 額
令和３年度
決　算　額

令和２年度
決　算　額

 Ｂ/Ａ ％ 

増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ

100.0

101.1

企 業 債 114,000,000 114,000,000 20,000,000 94,000,000 470.0 100.0
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３　経 営 の 実 績

損益計算書

(注) 消費税及び地方消費税抜き

医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益

医 業 費 用

医 業 外 費 用

6,501,468,162

（１）

▲ 5.1

％

増減率

Ａ
円

令和２年度決算額 増 減 額

Ｂ Ａ－Ｂ
円 円

令和３年度決算額

6,392,328,673

4,500,973,259

1,862,246,755

29,108,659

▲ 1.7

▲ 2.4

22.1

▲ 92.1

4,610,434,216

1,524,741,373

366,292,573

▲ 109,139,489

▲ 109,460,957

337,505,382

▲ 337,183,914

6,071,623,153 6,321,053,958 ▲ 249,430,805 ▲ 3.9

▲ 2.05,700,611,835 5,814,672,088 ▲ 114,060,253

▲ 19,456,652

6,317,834,117 6,498,248,321 ▲ 180,414,204

128,070,395 ▲ 115,913,900

医業外収益は１，８６２，２４６，７５５円で、前年度に比較して３３７，５０５，３８２円

▲ 90.5

▲ 1,199,638,576 ▲ 1,204,237,872 4,599,296 ▲ 0.4

12,156,495

77.8

303,753,356 ▲ 57,807,974 361,561,330 ▲ 625.5経 常 収 支

総 収 支

で６３，８９２，７０１円（１１．８％）、給与費で２５，２９２，７０４円（０．９％）の減となった

（５．１％）の減となったことによるものである。

３７４，７７３，０００円（５１．８％）の増となったことによるものである。

ことによるものである。

▲ 2.8
前 年 度 繰 越
欠 損 金

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

（１８．１％）、他会計負担金で３，０６５，０００円（０．９％）の減となったが、補助金で

（ウ） 医業費用は５，７００，６１１，８３５円で、前年度に比較して１１４，０６０，２５３円

（ ２ ． ０ ％ ）減少しており、この減少は、主として経費で４ ９ ， ２ ８ ０ ， ２ ３ ５円

（４．２％）の増となったが、材料費で８０，９８３，２８１円（５．９％）、減価償却費

（２．４％）減少しており、この減少は、その他医業収益で１２，５９３，５４３円（５．９％）、

外来収益で４，６５４，８３１円（０．３％）の増となったが、入院収益で１２６，７０９，３３１円

（イ）

（２２．１％）増加しており、この増加は、主として長期前受金戻入で４５，４７９，９８８円

区　　分

（ア） 医業収益は４，５００，９７３，２５９円で、前年度に比較して１０９，４６０，９５７円

5,997,128,597 6,317,834,117 ▲ 320,705,520 ▲ 5.1

320,705,520 180,414,204 140,291,316

病 院 事 業 収 益

病 院 事 業 費 用

特 別 損 失

医 業 収 支

358,854,823 378,311,475
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なっており、前年度に比較して４，５９９，２９６円（０．４％）損失が減少している。

剰余金・欠損金計算書及び欠損金処理計算書

（イ） 欠損金計算書及び欠損金処理

当年度の未処理欠損金は５，９９７，１２８，５９７円となっている。これは、

前 年 度 末 未 処 理 欠 損 金 残 高 ６ ， ３ １ ７ ， ８ ３ ４ ， １ １ ７ 円 と 当 年 度 の 純 利 益

（ケ）

減少している。

（エ）

（ア） 資本剰余金

資本剰余金は９７，２４７，８１４円で、前年度に比較して１，７４０，０００円（１．８％）

（２）

（カ） 特別損失は１ ２ ， １ ５ ６ ， ４ ９ ５円で、前年度に比較して１ １ ５ ， ９ １ ３ ， ９ ０ ０円

（９０．５％）減少している。この減少は、主としてその他特別損失の減によるもの

（キ） 医業収益から医業費用を差し引いた医業収支は１，１９９，６３８，５７６円の損失と

医業外費用は３５８，８５４，８２３円で前年度に比較して１９，４５６，６５２円（５．１％）

減少している。この減少は、主として支払利息及び企業債取扱諸費の減による

である。

（オ） 特別利益は２ ９ ， １ ０ ８ ， ６ ５ ９円で、前年度に比較して３ ３ ７ ， １ ８ ３ ， ９ １ ４円

（９２．１％）減少している。この減少は、主としてその他特別利益の減によるもの

ものである。

（ク） 医業収益及び医業外収益から医業費用及び医業外費用を差し引いた経常収支

は３０３，７５３，３５６円の利益となっており、前年度に比較して３６１，５６１，３３０円

（６２５．５％）損失が減少している。

３２０，７０５，５２０円の合計額である。この未処理欠損金５，９９７，１２８，５９７円

は翌年度繰越となっている。

である。

病院事業収益から病院事業費用を差し引いた総収支は３２０，７０５，５２０円の

純利益となっており、前年度に比較して１４０，２９１，３１６円（７７．８％）増加して

いる。
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４　財　政　状　況

貸借対照表

資金収支

（１）

当年度における資産合計及び負債資本合計は、それぞれ９，３２６，１８６，５１６円

（ア） 資　産

で、前年度に比較して３６，１６５，８１５円（０．４％）減少している。

３６，１６５，８１５円（０．４％）減少している。

４ ２ ， ０ ３ ０ ， ５ ０ １円 （ ６ ． ０ ％ ）の増となったが、固定資産の有形固定資産の

ものである。

当年度における資産合計は９，３２６，１８６，５１６円で、前年度に比較して

５４１，７８７，３３５円（５．４％）減少している。

こ の 減 少 は 、 主 と し て 固 定 資 産 の 有 形 固 定 資 産 の う ち 器 具 備 品 で

１ ５ ８ ， ３ １ ２ ， ８ １ ６円 （ ２ ５ ． ２ ％ ）、流動資産の未収金のうち医業未収金で

うち建物で１９９，３４５，７６９円（２．９％）、構築物で２５，８９２，６４８円（１９．４％）、

流動資産の現金預金で１９，００８，０１３円（２６．９％）の減となったことによる

（イ） 負　債

当年度における負債合計は９，４１７，３３２，２６５円で、前年度に比較して

この増加は、主として剰余金の欠損金で３ ２０ ，７ ０５ ，５ ２０円 （ ５ ． １％ ）、

この減少は、主として繰延収益の長期前受金で２７７，５２５，０００円（３．１％）、

流動負債の未払金のうち医業未払金で６６，３４２， ８６ ５円 （ １ ８． ９％ ）の増と

なったが、流動負債の一時借入金で５６０，０００，０００円（８１．２％）、繰延収益の

長期前受金収益化累計額で２０５，６０３，４００円（４．１％）、固定負債の企業債で

（ウ） 資　本

当年度における資本合計は９１，１４５，７４９円のマイナスであり、前年度との比較

では５０５，６２１，５２０円（８４．７％）増加している。

１９１，３５８，０２６円（４．７％）の減となったことによるものである。

（２）

当年度の受入資金総額１ ３， ３７ ５， ７５ ０， ７３ ９円に対して、支払資金総額は

１３，３２４，０２２，３５９円で、資金残高は５１，７２８，３８０円であり、普通預金及び

資本金で１８６，６５６，０００円（３．３％）の増となったことによるものである。

現金として保管されている。
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５　経　営　分　析

円 円 円

円 円 円

（ア）

（イ）職員１人１日当たりの診療収入は医師４７６，１３３円、看護部門６４，５６０円で、前年度

病床利用率は６１．７％で、前年度に比較して６．２ポイント下回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

６１．７％ ６７．９％ ７５．８％病 床 利 用 率

看護部門

医   師
職 員 １ 人 １ 日
当たり診療収入

に比較して医師は５，６６９円の増、看護部門は１，５１６円の減となっている。

投　薬 １，１４７ １，３５４ １，１００

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

４７６，１３３ ４７０，４６４ ５０３，４７２

６４，５６０ ６６，０７６ ６８，２６７

（ウ）患者１人１日当たりの薬品費は投薬１，１４７円、注射３，９０２円で、前年度に比較して

投薬は２０７円、注射は２２９円の減となっている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

合　計 ５，０４９ ５，４８５ ４，８２５

当 た り 薬 品 費
患 者 １ 人 １ 日

注　射 ３，９０２ ４，１３１ ３，７２５
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６　財　務　分　析

８１．７％

経 常 収 支 比 率

（カ）修正医業収支比率は７７．１％で、前年度に比較して０．４ポイント下回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

医 業 収 支 比 率 ７９．０％ ７９．３％ ８３．５％

（ア）自己資本構成比率は４１．５％で、前年度に比較して６．３ポイント上回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

自己資本構成比率 ４１．５％ ３５．２％ ３２．４％

（イ）流動比率は８４．２％で、前年度に比較して２６．９ポイント上回ってる。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

流 動 比 率 ８４．２％ ５７．３％ ４６．７％

（ウ）総収支比率は１０５．３％で、前年度に比較して２．４ポイント上回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

総 収 支 比 率 １０５．３％ １０２．９％ ９４．３％

（オ）医業収支比率は７９．０％で、前年度に比較して０．３ポイント下回っている。

（エ）経常収支比率は１０５．０％で、前年度に比較して５．９ポイント上回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

１０５．０％ ９９．１％ ８０．０％

４８．０％

（キ）企業債構成比率は４５．１％で、前年度に比較して１．８ポイント下回っている。

項　　　目 令和３年度 令和２年度 令和元年度

修正医業収支比率 ７７．１％ ７７．５％

企 業 債 構 成 比 率 ４５．１％ ４６．９％
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別 表 （ 病 院 事 業 会 計 ） 

 

別 表 １  比較損益計算書 

別 表 ２  比較貸借対照表 
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(Ａ) 比率 (Ｂ) 比率 (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

4,500,973,259 70.4 4,610,434,216 71.0 4,751,670,010 83.4 ▲ 109,460,957 ▲ 141,235,794

(1) 入 院 収 益 2,367,650,440 37.1 2,494,359,771 38.4 2,648,108,438 46.5 ▲ 126,709,331 ▲ 153,748,667

(2) 外 来 収 益 1,803,276,145 28.2 1,798,621,314 27.7 1,774,390,132 31.1 4,654,831 24,231,182

(3) 他 会 計 負 担 金 103,455,000 1.6 103,455,000 1.6 103,455,000 1.8 0 0

(4) そ の 他 医 業 収 益 226,591,674 3.5 213,998,131 3.3 225,716,440 4.0 12,593,543 ▲ 11,718,309

1,862,246,755 29.1 1,524,741,373 23.4 835,948,046 14.6 337,505,382 688,793,327

(1) 他 会 計 補 助 金 174,690,000 2.7 171,671,000 2.6 183,218,000 3.2 3,019,000 ▲ 11,547,000

(2) 他 会 計 負 担 金 324,089,000 5.1 327,154,000 5.0 304,106,000 5.3 ▲ 3,065,000 23,048,000

(3) 補 助 金 1,098,502,000 17.2 723,729,000 11.1 2,820,000 0.1 374,773,000 720,909,000

(4) 患 者 外 給 食 収 益 626,692 0.0 812,452 0.0 980,259 0.0 ▲ 185,760 ▲ 167,807

(5) その他医 業外 収益 58,735,663 0.9 50,291,533 0.8 53,245,418 0.9 8,444,130 ▲ 2,953,885

(6) 長 期 前 受 金 戻 入 205,603,400 3.2 251,083,388 3.9 291,578,369 5.1 ▲ 45,479,988 ▲ 40,494,981

29,108,659 0.5 366,292,573 5.6 112,851,050 2.0 ▲ 337,183,914 253,441,523

(1) 一 般 会 計 繰 入 金 0 0.0 160,000,000 2.4 0 0.0 ▲ 160,000,000 160,000,000

(2) 過年度損 益修 正益 29,108,659 0.5 23,999,975 0.4 34,736,755 0.6 5,108,684 ▲ 10,736,780

(3) そ の 他 特 別 利 益 0 0.0 182,292,598 2.8 78,114,295 1.4 ▲ 182,292,598 104,178,303

6,392,328,673 100.0 6,501,468,162 100.0 5,700,469,106 100.0 ▲ 109,139,489 800,999,056

5,700,611,835 93.9 5,814,672,088 92.0 5,692,700,896 94.2 ▲ 114,060,253 121,971,192

(1) 給 与 費 2,685,118,013 44.2 2,710,410,717 42.9 2,600,844,906 43.0 ▲ 25,292,704 109,565,811

(2) 材 料 費 1,299,205,106 21.4 1,380,188,387 21.8 1,351,503,150 22.4 ▲ 80,983,281 28,685,237

(3) 経 費 1,216,413,420 20.0 1,167,133,185 18.5 1,138,996,159 18.8 49,280,235 28,137,026

(4) 運 営 審 議 会 費 44,148 0.0 134,171 0.0 436,201 0.0 ▲ 90,023 ▲ 302,030

(5) 減 価 償 却 費 479,170,746 7.9 543,063,447 8.6 580,472,106 9.6 ▲ 63,892,701 ▲ 37,408,659

(6) 資 産 減 耗 費 9,893,761 0.2 4,465,889 0.1 2,659,988 0.1 5,427,872 1,805,901

(7) 研 究 研 修 費 10,766,641 0.2 9,276,292 0.1 17,788,386 0.3 1,490,349 ▲ 8,512,094

358,854,823 5.9 378,311,475 6.0 352,163,176 5.8 ▲ 19,456,652 26,148,299

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

87,403,281 1.4 94,382,790 1.5 96,276,870 1.6 ▲ 6,979,509 ▲ 1,894,080

(2)
長 期 前 払 消 費 税
勘 定 償 却

28,026,713 0.5 33,896,554 0.5 38,384,786 0.6 ▲ 5,869,841 ▲ 4,488,232

(3) その他医 業外 費用 4,043,088 0.1 3,962,087 0.1 3,095,865 3.5 81,001 866,222

(4) 雑 支 出 239,381,741 3.9 246,070,044 3.9 214,405,655 0.1 ▲ 6,688,303 31,664,389

特　別　損　失 12,156,495 0.2 128,070,395 2.0 0 0.0 ▲ 115,913,900 128,070,395

(1) 過年度損 益修 正損 12,156,495 0.2 23,977,645 0.4 0 　　　- ▲ 11,821,150 23,977,645

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 0.0 104,092,750 1.6 0 　　　- ▲ 104,092,750 104,092,750

6,071,623,153 100.0 6,321,053,958 100.0 6,044,864,072 100.0 ▲ 249,430,805 276,189,886

▲ 1,199,638,576 － ▲ 1,204,237,872 － ▲ 941,030,886 － 4,599,296 ▲ 263,206,986

303,753,356 － ▲ 57,807,974 － ▲ 457,246,016 － 361,561,330 399,438,042

320,705,520 － 180,414,204 － ▲ 344,394,966 － 140,291,316 524,809,170

6,317,834,117 － 6,498,248,321 － 6,153,853,355 － ▲ 180,414,204 344,394,966

5,997,128,597 － 6,317,834,117 － 6,498,248,321 － ▲ 320,705,520 ▲ 180,414,204

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

（病院事業収益計）

　別　表　１

比　較　損　益　計　算　書

科　　  目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　減

(Ａ) - (Ｂ) (Ｂ) - (Ｃ)

医　業　収　益

医 業 外 収 益

特　別　利　益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

医　業　費　用

医 業 外 費 用

（病院事業費用計）

医 業 収 支

経 常 収 支

総 収 支
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (Ｂ) 比率  (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

8,426,715,968 90.4 8,474,960,408 90.5 8,947,312,328 91.7 ▲ 48,244,440 ▲ 472,351,920

(1) 有 形 固 定 資 産 8,182,834,423 87.8 8,241,391,035 88.1 8,701,104,902 89.2 ▲ 58,556,612 ▲ 459,713,867

土 地 548,141,495 5.9 548,141,495 5.9 548,141,495 5.7 0 0

建 物 6,622,463,036 71.0 6,821,808,805 72.9 7,069,549,574 72.5 ▲ 199,345,769 ▲ 247,740,769

構 築 物 107,840,647 1.2 133,733,295 1.4 159,625,943 1.6 ▲ 25,892,648 ▲ 25,892,648

機 械 装 置 53,576,009 0.6 62,160,008 0.7 70,744,007 0.7 ▲ 8,583,999 ▲ 8,583,999

車 両 65,650 0.0 65,650 0.0 65,650 0.0 0 0

器 具 備 品 787,442,058 8.4 629,129,242 6.7 811,282,231 8.3 158,312,816 ▲ 182,152,989

リ ー ス 資 産 63,305,528 0.7 46,352,540 0.5 41,696,002 0.4 16,952,988 4,656,538

(2) 無 形 固 定 資 産 9,517,532 0.1 11,896,916 0.1 0 0.0 ▲ 2,379,384 11,896,916

その他無形固定資産 9,517,532 0.1 11,896,916 0.1 0 0.0 ▲ 2,379,384 11,896,916

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 234,364,013 2.5 221,672,457 2.3 246,207,426 2.5 12,691,556 ▲ 24,534,969

長 期 前 払 消 費 税 231,964,013 2.5 219,872,457 2.3 246,207,426 2.5 12,091,556 ▲ 26,334,969

貸 付 金 2,400,000 0.0 1,800,000 0.0 0 0.0 600,000 1,800,000

899,470,548 9.6 887,391,923 9.5 808,231,588 8.3 12,078,625 79,160,335

(1) 現 金 預 金 51,728,380 0.6 70,736,393 0.8 17,078,607 0.2 ▲ 19,008,013 53,657,786

(2) 未 収 金 764,662,235 8.1 729,541,894 7.8 702,622,680 7.2 35,120,341 26,919,214

医 業 未 収 金 738,072,316 7.8 696,041,815 7.4 719,632,411 7.4 42,030,501 ▲ 23,590,596

医 業 外 未 収 金 21,565,729 0.2 37,703,130 0.4 11,376,751 0.1 ▲ 16,137,401 26,326,379

未 収 消 費 税 及 び
地方消費税還付金

245,900 0.0 0 0.0 0 0.0 245,900 0

そ の 他 未 収 金 6,300,000 0.1 0 0.0 0 0.0 6,300,000 0

貸 倒 引 当 金 ▲ 1,521,710 0.0 ▲ 4,203,051 0.0 ▲ 28,386,482 ▲ 0.3 2,681,341 24,183,431

(3) 貯 蔵 品 83,079,933 0.9 87,113,636 0.9 88,233,229 0.9 ▲ 4,033,703 ▲ 1,119,593

(4) そ の 他 流 動 資 産 0 0.0 0 0.0 297,072 0.0 0 ▲ 297,072

9,326,186,516 100.0 9,362,352,331 100.0 9,755,543,916 100.0 ▲ 36,165,815 ▲ 393,191,585

　別　表　２

比　較　貸　借　対　照　表

科　　  目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　減

(Ａ) - (Ｂ) (Ｂ) - (Ｃ)

固　定　資　産

流　動　資　産

資　産　合　計
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

固　定　負　債 4,388,179,458 47.0 4,521,123,552 48.3 4,867,497,330 49.9 ▲ 132,944,094 ▲ 346,373,778

(1) 企 業 債 3,897,071,491 41.8 4,088,429,517 43.7 4,374,451,853 44.8 ▲ 191,358,026 ▲ 286,022,336

建設改良等企業債 3,897,071,491 41.8 4,088,429,517 43.7 4,374,451,853 44.8 ▲ 191,358,026 ▲ 286,022,336

(2) リ ー ス 債 務 49,464,070 0.5 35,558,866 0.4 26,379,010 0.3 13,905,204 9,179,856

(3) そ の 他 固 定 負 債 8,565,600 0.1 8,565,600 0.1 0 0.0 0 8,565,600

(4) 引 当 金 433,078,297 4.6 388,569,569 4.2 466,666,467 4.8 44,508,728 ▲ 78,096,898

退 職 給 付 引 当 金 433,078,297 4.6 388,569,569 4.2 466,666,467 4.8 44,508,728 ▲ 78,096,898

流　動　負　債 1,068,743,819 11.5 1,549,508,660 16.6 1,729,587,283 17.7 ▲ 480,764,841 ▲ 180,078,623

(1) 一 時 借 入 金 130,000,000 1.4 690,000,000 7.4 910,000,000 9.3 ▲ 560,000,000 ▲ 220,000,000

(2) 企 業 債 305,358,026 3.3 306,022,336 3.3 306,467,792 3.1 ▲ 664,310 ▲ 445,456

建設改良等企業債 305,358,026 3.3 306,022,336 3.3 306,467,792 3.1 ▲ 664,310 ▲ 445,456

(3) リ ー ス 債 務 20,043,888 0.2 15,179,094 0.2 15,409,788 0.2 4,864,794 ▲ 230,694

(4) 未 払 金 417,341,336 4.5 356,073,071 3.8 325,280,064 3.3 61,268,265 30,793,007

医 業 未 払 金 417,341,336 4.5 350,998,471 3.7 321,772,864 3.3 66,342,865 29,225,607

未 払 消 費 税 0 0.0 5,074,600 0.1 3,507,200 0.0 ▲ 5,074,600 1,567,400

(5) 引 当 金 159,241,965 1.7 151,003,151 1.6 148,361,389 1.6 8,238,814 2,641,762

賞 与 引 当 金 133,399,852 1.4 126,758,331 1.4 124,066,908 1.3 6,641,521 2,691,423

法定福利費引当金 25,842,113 0.3 24,244,820 0.2 24,294,481 0.3 1,597,293 ▲ 49,661

(6) そ の 他 流 動 負 債 36,758,604 0.4 31,231,008 0.3 24,068,250 0.2 5,527,596 7,162,758

繰　延　収　益 3,960,408,988 42.5 3,888,487,388 41.6 4,102,006,776 42.1 71,921,600 ▲ 213,519,388

(1) 長 期 前 受 金 9,168,255,140 98.3 8,890,730,140 95.0 8,853,166,140 90.8 277,525,000 37,564,000

(2)
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

▲ 5,207,846,152 ▲ 55.8 ▲ 5,002,242,752 ▲ 53.4 ▲ 4,751,159,364 ▲ 48.7 ▲ 205,603,400 ▲ 251,083,388

9,417,332,265 101.0 9,959,119,600 106.5 10,699,091,389 109.7 ▲ 541,787,335 ▲ 739,971,789

5,808,735,034 62.3 5,622,079,034 60.0 5,457,453,034 55.9 186,656,000 164,626,000

(1) 資 本 金 5,808,735,034 62.3 5,622,079,034 60.0 5,457,453,034 55.9 186,656,000 164,626,000

▲ 5,899,880,783 ▲ 63.3 ▲ 6,218,846,303 ▲ 66.5 ▲ 6,401,000,507 ▲ 65.6 318,965,520 182,154,204

(1) 資 本 剰 余 金 97,247,814 1.0 98,987,814 1.1 97,247,814 1.0 ▲ 1,740,000 1,740,000

受 贈 財 産 評 価 額 0 0.0 1,740,000 0.0 0 0.0 ▲ 1,740,000 1,740,000

寄 附 金 9,247,814 0.1 9,247,814 0.1 9,247,814 0.1 0 0

補 助 金 88,000,000 0.9 88,000,000 0.9 88,000,000 0.9 0 0

(2) 欠 損 金 5,997,128,597 64.3 6,317,834,117 67.5 6,498,248,321 66.6 ▲ 320,705,520 ▲ 180,414,204

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

5,997,128,597 64.3 6,317,834,117 67.5 6,498,248,321 66.6 ▲ 320,705,520 ▲ 180,414,204

▲ 91,145,749 ▲ 1.0 ▲ 596,767,269 ▲ 6.5 ▲ 943,547,473 ▲ 9.7 505,621,520 346,780,204

9,326,186,516 100.0 9,362,352,331 100.0 9,755,543,916 100.0 ▲ 36,165,815 ▲ 393,191,585

科　　  目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　減

(Ａ) - (Ｂ) (Ｂ) - (Ｃ)

 （注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

負　債　合　計

資　　本　　金

剰　　余　　金

資　本　合　計

負 債 資 本 合 計
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令和３年度 令和２年度 令和元年度

(％) 61.7 67.9 75.8

136 149 167

患 431 411 419

200.1 174.9 166.2

者 5.7 6.0 6.9

職員１人１日当たり
18.0 16.4 17.5

数
患 者 数

0.8 0.8 0.9

2.4 2.3 2.4

患者１人１日当たり
47,790 45,731 43,402

診 療 収 入
18,190 18,852 17,503

職員１人１日当たり
476,133 470,464 503,472

診 療 収 入
64,560 66,076 68,267

1,147 1,354 1,100

(円) 3,902 4,131 3,725

5,049 5,485 4,825

100.0 103.4 110.0

(％) 100.0 100.2 101.5

100.0 101.0 103.4

54.6 53.2 40.1

(％) 16.7 17.8 16.5

12.2 12.1 12.0

43.1 42.2 33.5

(％) 13.2 14.1 13.8

9.6 9.6 10.0

収 (円)

入　　　　　院

外　　　　　来

医　　師

(人)

看護部門

入　院

外　来

入　院

外　来

１ 日 平 均 患 者 数 (人)

入　　　　　院

外　　　　　来

入 院 外 来 比 率 （ ％ ）

　別　表　３

経　　 営　　 分　 　析　　 表

項　　　　　　　　　　目

病 床 利 用 率 一　　　　　般

   （地方公営企業決算の状況の資料による） 

　
用

薬 品 使 用 効 率

投　 　 　　薬

注　  　　　射

計

医業収益に対する割合

職 員 給 与 費

薬 品 費

そ の 他 医 療 材 料 費

医業費用に対する割合

職 員 給 与 費

薬 品 費

そ の 他 医 療 材 料 費

入 (円)

医　　　　　師

看　護　部　門

患者１人１日当たり
薬 品 費

投　 　 　　薬

費

注　  　　　射

計
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別　表　４

令和３年度 令和２年度 令和元年度

当年度経常利益

期首総資本＋期末総資本

 ２ 

    ※ 総資本＝負債資本合計

総　　 　収　　 　益

総　　 　費　　 　用

経　　常　　収　　益

経　　常　　費　　用

医　　業　　収　　益

医　　業　　費　　用

医業収益－他会計負担金

医　　業　　費　　用

固　　定　　資　　産

固定資産 ＋ 流動資産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負  債  資  本  合  計

流　　動　　資　　産

流　　動　　負　　債

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

流　　動　　負　　債

固　　定　　資　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固　　定　　資　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋固定負債＋繰延収益

企       業       債

負  債  資  本  合  計

現　　金　　預　　金

流　　動　　負　　債

流動負債 － 建設改良等企業債 －

（ 流動資産 － 翌年度繰越財源 ）

不　　良　　債　　務

医　　業　　収　　益

累 　積　 欠 　損　 金

医　　業　　収　　益

　一　般　会　計　か　ら　の　繰　入　金　（円） 788,890,000 926,906,000 744,306,000

財　 　務　 　分　 　析　 　表

総 収 支 比 率 （％） ×100 94.3

医 業 収 支 比 率 （％） ×100 83.5

102.9

79.3

項　　　　目

総 資 本 利 益 率 （％） ▲ 0.6

経 常 収 支 比 率 （％） ×100 105.0 99.1 80.0

流 動 比 率 （％） ×100

（％） ×100

×100

90.5

酸 性 試 験 比 率
（ 当 座 比 率 ）

（％） ×100

（％）

41.5

84.2

76.4

修正医業収支比率 （％） ×100 77.1 77.5

固定資産構成比率

自己資本構成比率

41.651.6

算　　　　出　　　　式

▲ 4.6

91.7

32.435.2

×100

46.757.3

3.3

105.3

79.0

90.4

81.7

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

（％） ×100 111.5

固 定 比 率 （％） ×100 283.3257.5

108.5

217.8

102.0

現 金 比 率 （％） ×100 1.04.6

（％） ×100 48.0企 業 債 構 成 比 率 46.9

不 良 債 務 （円） 614,887,903356,094,401

45.1

4.8

0

不 良 債 務 比 率 （％） ×100 12.97.7

6,317,834,117

0.0

  （注）  総収益 ＝ 病院事業収益、　総費用 ＝ 病院事業費用

前年度繰越欠損金 － 当年度純利益

累 積 欠 損 金 比 率 （％） ×100 136.8137.0

5,997,128,597

133.2

累 積 欠 損 金 （円） 6,498,248,321
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令 和 ３ 年 度 

 

三 沢 市 公 営 企 業 会 計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 
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三 監 発 第 ４ ８ 号 

令 和 ４ 年 ８ 月 １ ８ 日 

 

三沢市長 小檜山 吉紀 様  

 

三沢市監査委員  中 野 渡   進 

三沢市監査委員  馬 場  騎 一 

 

 

令和３年度経営健全化審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定 

に基づき審査に付された、令和３年度資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果、次のとおり

意見を提出します。 
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令和３年度三沢市水道事業会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

（１）審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

（２）審査の期間 

令和４年８月１日から令和４年８月１２日まで 

 

 

（３）審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼とし

て実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の

作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名   令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    ―  （％）    ―  （％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

（２）個別意見 

令和３年度において資金不足は生じていないが、中長期的経営計画に基づく経営運営

を行い、今後も資金不足とならない財政運営を望むものである。 
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令和３年度三沢市下水道事業会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

（１）審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

（２）審査の期間 

令和４年８月１日から令和４年８月１２日まで 

 

 

（３）審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼とし

て実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の

作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名   令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    ―  （％）    ―  （％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

（２）個別意見 

令和３年度において資金不足は生じていないが、中長期的経営計画に基づく経営運営

を行い、今後も資金不足とならない財政運営を望むものである。 
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令和３年度三沢市立三沢病院事業会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

（１）審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

（２）審査の期間 

令和４年８月１日から令和４年８月１２日まで 

 

 

（３）審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼とし

て実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の

作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名   令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    ―  （％）   ７．７（％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

（２）個別意見 

令和３年度において資金不足は生じていないが、入院・外来収益を始めとした医業収

益の安定的確保に努め、今後も資金不足とならない財政運営を望むものである。 

 

 



     


